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表紙写真説明（上から順） 

○知事年頭の挨拶での今年の一文字「興」 

○世界かんがい施設遺産に登録された幸野溝・百太郎溝水路群～百太郎溝大堰～ 

○被災した水路の農家による自力復旧 

○大区画化された農地での稲刈り 

○あか牛の放牧状況 

○県育成イチゴ新品種「ゆうべに」 

○県育成水稲新品種「くまさんの輝き」 
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（１）農林水産関係被害額  

○平成28年4月14日、16日に発生した「平成28年熊本地震」における農林水産関係被

害額は、約１，７７７億円（平成29年4月10日時点）と過去最大の被害となっています。 

○平成28年6～7月にかけては、梅雨前線や低気圧の活動が活発となり、特に6月１９日か

らの大雨は熊本地震との相乗により、被害額約400億円と過去5番目の被害なりました。 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 本県は、全国有数の食料供給基地としての役割を将来にわたって果たし、基幹産業である農

業の持つポテンシャルを最大限に発揮させるために、「稼げる農業」を実現するための施策を

推進しています。 

 このような中、平成２８年熊本地震、６月の大雨など相次いで災害が発生し、農業も甚大な

被害を受けました。本県としては、熊本地震からの一日も早い復旧・復興とともに、農業の競

争力強化の促進及び農業・農村の有する多面的機能の維持・発揮を図り、「世界と戦えるくま

もとの農業」の実現に向けて取り組んでいきます。 

 

１－１ 熊本地震で農林水産業に史上最大の被害発生 

～復旧・復興、そして創造的復興への取組み進行中～  

第１章 トピックス 
    ～最近の情勢・話題～ 

130,541,728 （千円）

雑穀・芋・豆 甘藷、ばれいしょ 16,297 (千円)

飼料作物 イタリアンライグラス（生草） 4,226 (千円)

野菜 いちご、なす、アスパラガス、トマト、メロン等 236,488 (千円)

果樹 不知火（デコポン） 2,200 (千円)

水稲苗

部　　門

生活関連施設 農業集落排水施設の破損

畜産 家畜（鶏、乳用牛、肉用牛、豚、馬）、生乳等

概　　　　要 被害額

農
作
物
等

水稲

花き 観葉植物、カーネーション（鉢）、コチョウラン（鉢）等

工芸作物 茶

59,500,288

(千円)4,575

（千円）2,970,835

(千円)518,835

(千円)104,362

（千円）279,000

（千円）39,198,500

（千円）5,381,700

農
業
施
設

園芸施設等
野菜、花き、果樹等栽培ハウスの損壊

イチゴ高設栽培施設等の損壊等

農業施設被害額計 （千円）

その他 共同利用施設等の損壊等 （千円）10,074,425

（千円）41,434,593

（千円）523,043

(千円)778

894,739 （千円）

（千円）21,787,500

43,808,538

水
産

関
係 水産関係被害　合計 3,379,696 （千円）

林
業

関
係

農業関係被害　合計

農
　
業
　
関
　
係

田 法面崩壊、亀裂・クラック、液状化等

畜舎・農舎等 畜舎・農舎、農業用機械、飼料タンク等の損壊等

海岸施設 海岸堤防のクラック、沈下等

農地等被害額計

農
地
等

畑 法面崩壊、亀裂・クラック（牧野含む）、液状化等

山地崩壊、林地荒廃防止施設、林道施設、林産物等の被害

漁港、共同利用施設等、養殖施設、水産物等の被害

樹体 くり、早生温州みかん 3,920 (千円)

在庫品 米 3,059 (千円)

機械等 農業用機械の損壊等 4,497,392 （千円）

（千円）

70,146,700 （千円）

（千円）

農業用施設
ため池の堤体損傷、用排水路及び用排水機場の損傷、農道、牧
道等の法面崩壊・クラック等

農作物等被害額計

林業関係被害　合計

3,500,000

平成２８年熊本地震による農林水産業関係の被害状況

農林水産業の被害額：約１，７７７億円 （H29.4.10時点）
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【平成28年熊本地震による農林水産関係被害状況】 

  

 

 

 

 

 

 

【6月19日からの大雨による農林水産関係被害状況】 

  

 

 

 

 

 

国道57号線斜面崩壊（阿蘇郡南阿蘇村） 

流木等の漂着 （玉名市（玉名漁港） 

農地法面の崩壊（上益城郡山都町） 

林道の法面崩壊（球磨郡五木村） 水田への土砂流入（上益城郡御船町） 

ノリ加工施設等の冠水（宇土市） 

畜舎倒壊による牛の圧死（宇城市） カントリーエレベーターの損壊（大津町） 畜舎の倒壊（菊池市） 

野菜集送センターの損壊（宇城市） 

農地の液状化（玉名市） 地割れによるハウスの曲がり（阿蘇市） 

浮土の中で発見されたアサリ（白川河口） 山腹崩壊（阿蘇郡南阿蘇村） 

農地の亀裂（阿蘇市） 

農地の沈下（阿蘇市） 

堤体道路の亀裂（大切畑ダム：西原村） 灌水不能によるイチゴの枯死（阿蘇市） 
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（２）復旧・復興への取組み     

○県では、熊本地震からの痛みの最小化を目指した早急な取組みを示すため、８月３日に「平

成２８年熊本地震からの復旧・復興プラン」を策定しました。 

○農林水産部では、主に次の６つに取り組むこととしており、単に元にあった姿に戻すだけで

はなく、創造的な復興も進め、復旧・復興を本県農業の更なる発展につなげていきます。 

①生産を支える基盤の復旧・復興 

②農林水産業における多様な担い手の確保・育成 

③農業生産力の回復・競争力の更なる強化 

④サプライチェーンの強化と県産農林水産物等の認知度向上 

⑤森林の再生と県産材の需要拡大による森林経営の強化 

⑥水産資源の回復と水産業経営の強化 

○これらの取組等により、平成 3０年度末までに、農地及び営農施設の復旧等による営農再開

100％完了を目指します。 
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① 被災農地及び農業用施設の農家自力復旧により、営農が再開しました。 

 

営農スケジュールを考え、自力でも早急に復旧し、営農を 

再開したいという農家の強い思いがあることなどを考慮し、    

多面的機能支払交付金や熊本地震復興基金を活用して、農家の 

自力復旧を支援しました。特に、被災直後から、多面的機能支 

払交付金をフルに活用し、被災した用水路、農道などの応急措 

置や簡易な補修に自力で取り組まれ、大半の水田で水稲の作付 

けにこぎつけることができました。                用水路補修状況 

 

 

② 水稲から大豆等へ緊急作物転換により、農家の所得を確保しました。 

 
ため池や水路が被災するなど、田植えを断念した 

農家の所得確保をめざし、県では、国や農業団体と 

連携して大豆や飼料作物などへの緊急作物転換を進 

めました。 

 被災した農家には種子代や作業経費などの支援 

を行いました。 

 また、広域農場等の生産組織が中心となって 

播種や収穫作業を行えるよう支援しました。 

 その結果、約１，０００ｈａの農地で作物転 

換されました。（うち大豆は約６６０ｈａ） 

                                                      大豆の作付と収穫風景 

 

③ 被災者向け経営体育成支援を活用し、被災した農舎・畜舎等の復旧を支援しました。 

  

熊本地震の被害を受けた農業者の営農用施設（農舎、畜舎、園芸用ハウス等）や機械（トラ

クター、コンバイン等）について、国が発動した「被災農業者向け経営体育成支援事業」（補

助率：国５割以内、県・市町村各２割等）の活用による復旧支援に取り組みました。 

 

                       

 

 

 
用水路補修状況 

 

沈下した用水路の土のう設置 1 

 

被災時 復旧後 

「地震により倒壊した牛舎」の復旧状況 
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復旧後 

 

④ 農地の災害復旧において、現状復旧のみならず、農地の大区画化や農地集積と併せた創造

的復興に取り組んでいます。 
 
熊本地震により被災した農地のうち、特に被災規模が大きい、

熊本市の秋津地区（約１７２.５ha）、阿蘇市の阿蘇谷地区（約６
８ｈａ）、南阿蘇村の乙ケ瀬地区（約２6ha）について、県営に
よる災害復旧に取り組んでいます。 
また、これらの地域では、現状の復旧のみならず、地域の特性

に合わせた農地の大区画化や集積に取り組んでおり、特に乙ケ瀬
地区については、被災した農地約４ｈａを中心に、周辺の農地を
含めた約２6ｈａを中山間地域総合整備事業により整備すること
としています。 
各地域では、こうした創造的復興による復旧後の更なる営農の

展開が期待されています。 

 

⑤ 復興フェア開催等による国内外からの支援を受け、県産農林水産物の販路拡大等につなげ

ることができました。 
 

 熊本地震発生に伴い、国内の

大手量販店・ホテル・飲食店や

国外の百貨店・飲食店等におい

て、熊本復興フェアの開催など

支援活動の動きがあり、県では

こうした民間企業の動きをサポ

ートすることで、県産農林水産

物のＰＲや販路拡大につなげる 

ことができました。 

 また、全国から多大な応援や支援を受けたことに対し、感謝のメッセージを伝えるとともに、

県産農林水産物等の認知度向上を図るため、県主催による復興応援感謝フェアを東京で開催し

ました。 

⑥ 農業大学校や農業研究センターにおいて、東海大学農学部（阿蘇キャンパス）学生の実習

や研究の受入れ支援を行いました。 

 熊本地震により被災した東海大学農学部では、7月からの 

熊本キャンパスでの授業再開にあたり、実習等の場の確保が 

必要な状況でした。 

そのため、県では、阿蘇地域にとって重要な存在である東 

海大学農学部の教育・研究再開を支援するため、7月に覚書 

を締結し、実習や研究等の支援をしてきました。 

 農業研究センターでは、野菜、果樹、畜産など各研究室で 

の講義や卒業研究など、農業大学校では、農場を用いた野菜 

の栽培、講義、家畜の飼養管理実習などの支援を行いました。 

 

 

復旧前 

乙ヶ瀬地区の復旧イメージ 

東京の百貨店におけるくまもと 

応援復興フェアの様子 

県主催「くまもと復興応援感謝フェア」 

の様子 

学生の実習状況(野菜栽培や機械講習) 
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○平成27年度の県産農林水産物の輸出額が４３億３千万円になりました。 

 

本県農林水産物の輸出額はここ数年順調に拡大しています。平成

２７年度の輸出額は前年より 22％増加し、過去最高の４３億３千

万円となりました。 

そのうち、農産物の輸出は５億５千万円で、昨年より４５％増加

しました。 

これまで主流だった香港、シンガポール、台湾向けのイチゴや甘

藷などに加え、現地の精米工場を活用したシンガポール・香港向け

の玄米や、輸出用食肉処理施設の登録を機に、香港やアメリカ向け

の牛肉などの輸出が顕著に増加しています。 

今後も関係機関と連携して、輸出に取り組む生産者等の掘り起こ

しや輸出に関するアドバイス、香港やシンガポールの海外事務所に

よる現地情報の収集やサポート、海外での販売促進活動の支援など

により、さらなる輸出拡大に取り組んでいきます。 

 

 

 

 

 

○県産米全体のイメージを向上させるリーディング品種として平成30年本格デビュー 

平成２８年に品種名を公募により決定しました。この新品種は、炊き上がりにつやがあ 

り、粘りが強く、食味に優れています。収量も高いという特長があります。 

「平成28年米の食味ランキング」では、最高評価の「特Ａ」を獲得しました。 

平成30年本格デビューを目指しています。    

 

１－２ 平成27年度県産農林水産物等の輸出実績が過去最高を記録  

１－３ 水稲オリジナル新品種「くまさんの輝き」誕生 

香港でのトマトＰＲと 

海外バイヤー招へいによる商談の様子 

試食ＰＲイベント 
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幸野溝・百太郎溝水路群は、新田開発を目的に約 300

年前に建設され、球磨地域４町にまたがる2,822haの

農地へのかんがいに利用されている歴史的土地改良施設

であり、現在もなお球磨地域の農業を支えています。 

※１ 世界かんがい施設遺産とは、かんがいの歴史等の理解醸成を図り、施設の適切な保   

全に資することを目的として、世界のかんがい施設のうち建設から100年以上経   

過し、農業の発展に貢献したもの、卓越した技術により建設されたもの等、歴史的・ 

技術的・社会的価値のある施設を国際かんがい排水委員会（ＩＣＩＤ※2）が登録・ 

表彰する制度（平成26年度創設） 

※2 ＩＣＩＤとは、かんがい排水に係る科学的・技術的知見により、食料や繊維の供給 

を世界規模で強化することを目的として1950年に設立された自発的非営利・非政府国際機関 
 

 

○平成２８年１１月８日にタイ王国チェンマイで開催された第６７回 ICID 国際執行理事会に

おいて、「幸野
こうの

溝
みぞ

・百
ひゃく

太郎
たろう

溝
みぞ

水路群」が世界かんがい施設遺産に登録されました。 

（県内では「通潤用水（H26登録）」に続く2例目） 

 

○２年ぶりの発生も関係各所の迅速な御協力により感染を拡大させることなく終息させました。  

平成 28 年 12 月 27 日、本県内において平成 26

年の発生以来 2 年ぶりに高病原性鳥インフルエンザが

発生しました。 

発生農場の鶏約 92,000羽の殺処分や埋却等、農場

内での防疫作業に加え、消毒ポイントにおける車両消

毒作業に関係市町村、畜産関係団体及び自衛隊等から

約4,900名の方々にご協力いただき、周辺農場にまん

延することなく発生から22日後の平成29年1月19

日午前 0 時に移動制限区域を解除し、終息することが

できました。                         防疫措置状況 

○栽培面積が大幅に増加し、消費者の皆さんの目に留まる機会が増えました。 

県が育成したいちごの新品種「ゆうべに」は、クリス

マスから年明けの需要期に安定した量を販売できるい

ちごです。 

平成２８年産は、県下全域で栽培され、面積が約４５

ｈａ（共販面積）と昨年の約２ｈａから大幅に拡大し、

本格的な出荷となりました。 

「ゆうべに」は、果実が大きく、濃い赤色で、甘さと酸

味のバランスが良いのが特長です。そのまま食べてもお

いしいのはもちろん、スィーツにもよくあうため、ケー

キ等にも使われ、いろいろな形で消費者の皆様の目に留

まる機会が増えました 

 

 

１－５ 県育成いちご新品種「ゆうべに」本格デビュー 

１－４ 幸野溝・百太郎溝水路群が「世界かんがい施設遺産」に登録 

１－６ 鳥インフルエンザ発生への対応 



 

 

8 

 

くまもとの農業 2017 

第２章 農業施策の主な取組 

～世界と戦えるくまもとの農業の展開～ 

 

２―１  農業の担い手の確保・育成 
 

 

 

◇経営資源を次代につなぐ経営継承の取組みを開始 

県では、農業経営の基盤となる農地や

施設、優れた技術などの経営資源を確実

に次世代に継承し、収益性の高い経営体

を育成することを目的に経営継承の取組

みを開始しました。 

平成 28 年度は、県認定農業者連絡会

議など関係機関・団体と連携して経営継

承の必要性について学ぶ研修会や、経営

類型ごとに継承に係る課題があることか

ら昨年度は「果樹経営における経営継承」

をテーマとした研修会を実施しました。

研修に参加した農業者の関心は非常に高く 

引き続き経営継承の推進を図っていきます。 

 

◇地域営農組織の法人化が進展 

 農地の受け皿となる地域営農組織が将

来にわたり持続的な担い手となるよう組

織の法人化を進めています。これまで、

市町村、ＪＡ等の関係機関と連携して法

人化に対する啓発活動や設立手続き等の

ノウハウを学ぶ法人設立講座を開催する

とともに、地域内では合意形成を図るた

めの話し合い活動が進められた結果、平

成28年度は13法人が設立されました。 

 今後も引き続き、既存組織の法人化 

を進めるとともに法人設立後の経営安定

に向けた支援などに取り組んでいきます。 

 

 

 

○本県は、認定農業者数が全国第3位となるなど多くの農業担い手が確保されています。

この担い手の有する農地や施設、優れた技術を確実に次世代に継承するため、経営継承

の取組みを推進しています。 

○地域営農組織の法人化を推進し、平成２８年度に新たに設立された地域営農組織の法人

数は13法人となり、これまでに設立された法人は累計で80法人以上となりました。 

○県では、農山漁村における男女共同参画を推進しています。平成 28 年度にその基本計

画となる「熊本県農山漁村男女共同参画推進プランⅣ」を策定しました。 

Ⅰ 「稼げる農業」の更なる加速化 

２―１  農地集積と水田フル活用 
 

天草市（農）本町営農組合設立総会 

果樹経営の経営継承研修会 
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◇熊本県農山漁村男女共同参画推進プランⅥを策定 

  

県では、女性農業者が農業経営や地域社会

において、持てる能力を充分に発揮し、活躍

できる環境づくりを進めるため、農山漁村に

おける男女共同参画を推進しています。 

 これまでの取組みにより、家族経営協定の

締結や女性認定農業者など女性の経営参画は

進んできています。 

引き続き男女共同参画の推進を図るため、

平成 28年度に基本計画となる「熊本県農山

漁村男女共同参画推進プランⅣ」を策定しま

した。プランで掲げた指標の実現を目指し、関係機関・団体と連携しながら取組を進め

ていきます。 

 

◇県内の新規就農者４年連続３００人台を確保 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○企業参入の状況（平成２８年度末）については、平成21年度以降の８ヵ年で１５８

件の参入。経営面積419.6ha、耕作放棄地解消面積111.2haとなっています。 

平成２８年度の新規就農者は

301人で、４年連続300人台を確

保しました。内訳は、新規学卒就農

者が前年度より８人減の 55 人、U

ターン就農者が 19 人減の 105 人

となり、この２つを加えたいわゆる

親元就農者は 160 人で、その割合

は低下傾向にあります。また、農外

からの新規参入者は、17 人増の

141人で過去最高を更新しました。 

地域別には、菊池地域が前年同

様、最も多く45人、次いで熊本地

域と球磨地域が43人でした。 

人 

25

8

16

6

22 20

2

9

1

16 16

12

4

6

5

10 14

6

18

24

6

6

4

4

2

13

2

3

15

3

43

16

26

13

45

36

11

42

3

43

23

0

20

40

熊本 宇城 玉名 鹿本 菊池 阿蘇 上益城 八代 芦北 球磨 天草

新規学卒 Uターン 新規参入

H28農山漁村女性・シニア活動受賞団体 

○H28年度地域別新規就農者数 

熊本県に農業参入した企業の農地 
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２―２  競争力とリスク対応力を高める 

農業生産基盤の強化 
 

 

 

 

◇担い手の確保・育成と一体となった農地集積の展開 

 ・県、市町村指定地区における取組 

  地域ぐるみで農地集積に取組む地区を「重点地区」として、平成２４年度から平成２

７年度までに県内８８地区を指定し、県独自の交付金制度を活用して、合意形成や農地

集積を図っています。重点地区では、県農業公社の農地集積専門員が中心となって、市

町村、農業委員会、ＪＡ等の関係機関と一体となって話し合い活動を展開し、認定農業

者等の個別経営体や農業法人・地域営農組織への農地集積に取組んでいます。 

平成２８年度からは、市町村が『担い手への集積率８割』を目指す集落等を「促進地

区」として指定（年２０地区程度）し、地域営農組

織の法人化等と農地中間管理機構を活用した農地

集積を推進しています。その結果、平成２８年度は

１３の農業法人が設立し、中でも伊倉地区（玉名市）

では、100ha を超える「農事組合法人 伊倉」が

設立されたほか、耕作条件が比較的厳しい中山間地

の鶴喰地区（八代市旧坂本村）では、今後の農地の

受け皿となる「農事組合法人 鶴喰なの花村」が設

立されるなど、担い手の確保・育成と一体となった

農地集積が進んでいます。 

◇地域の営農に即した基盤整備（区画整理）の推進 

農地の大区画化や用排水路、耕作道等の農業生産基盤の整備を総合的に実施することで

機械作業や水管理等が容易になり、労働生産性が飛躍的に向上します。 

 さらに担い手へ農地を集積することで、効率的な農産物の生産を可能にするとともに、

こうした生産条件が整った地域を中心にメガ法人が設立されるなど、地域の営農に即した

「生産構造の変革と効率化」を下支えしています。 

 また、昨年発生した熊本地震で大規模な地盤沈下や地割れなどが起きた熊本市や阿蘇市、

南阿蘇村では､災害復旧と併せて区画拡大や農地の集積を図り、創造的復興に取り組みます。 

 なお、宇城市の旧干拓地においては、国営事業を活用した大規模な区画整理に向けた検

討を国や地元と連携して行っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○農家の高齢化・減少等により、農地の遊休化が懸念される中、コスト削減による稼げる

農業を確立するため、担い手への農地の面的集積を図っています。 

○農業生産基盤の強化等を図るため、地域の営農に即した区画整理や暗渠排水、樹園地に

おける用水施設等の整備を進めています。 

集落での話し合い活動の様子 

川登地区（荒尾市） 

事業着手前 事業完了後 
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◇農地の排水対策 
有明海・八代海沿岸では、本県の水田面積の約２４％を占める約１８，０００ｈａの農

地が干拓されてきました。 
こうした干拓地などにおいては、排水が悪いため湿田が多く、麦大豆や露地野菜、園芸

作物等の導入が図れない状況です。 
そのため、排水機場や暗渠排水等の農地の排水対策に取り組み、水稲から畑作物への転

換を推進します。 
こうした農地の排水対策により、野菜などの高収益作物の導入や、担い手への農地集積

等を行い、稼げる農業の実現を目指しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇樹園地における用水施設及び園地内道路整備の推進 

 本県の樹園地は、山腹に石を積み上げた農地が多く、園内の作業道や給水施設が未整備
であり、営農に多大な労力を必要としています。 
そのため、畑地帯総合整備事業により、園内農道やSS道路、かんがい施設を整備して、

作業の効率化と作物品質の向上を図ります。 
また、生産基盤の整備を契機として、担い手農家への農地集積を促進し、経営規模の拡 

大や地域の新たな担い手を育成していきます。 
 

 

 

 

 

 

 

◇排水機場の更新整備と長寿命化対策 

県内に設置された167箇所の排水機場によって、水 

田等の湛水被害を解消するなど、施設園芸等の高収益農 

業や地域の防災減災を下支えしています。 

しかし、設置後30年以上経過し老朽化の著しい施設 

が約4割を占め、早急な対策が必要となっています。 

このため、県では排水機場の老朽度と地域への影響等 

のリスクを考慮し、計画的な更新整備と長寿命化対策を 

積極的に推進します。 

なお、整備に当たっては県営事業のほか、国営事業 

を活用した大規模な排水機場の更新整備に向けた検討 

を国及び地元と連携して行っています。 

○排水機場は、広大な干拓地などの浸水被害等を改善し、高収益農業を発展させるとと 

もに、地域の安全安心の基盤として重要な役割を担っています。 

事業完了後 

吉次地区（熊本市） 

排水機場受益の水田カバー率：約3割 

 

 

暗渠排水設置前の状況 暗渠排水設置後（キャベツの導入） 

排水機場 

湛水被害 

高収益作物 

事業着手前 
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◇農業用ため池ハザードマップの作成 
万が一ため池が決壊したときに備えて、被害想定区域や 

避難場所等が明示された「ため池ハザードマップ」の作成 
を進めています。 
ため池ハザードマップは、防災訓練等に活用して地域住 

民の自主防災意識の向上を図ったり、ため池の防災対策や 
災害時の被害軽減に役立てるものです。 

 

◇排水機場の事業継続計画（ＢＣＰ）の作成 
災害等により排水機場が機能停止した場合に備え、あら

かじめ緊急時の対策を定めた事業継続計画（ＢＣＰ）を策
定し、非常時の体制を構築しておくことで、湛水被害の軽
減と早期の機能回復が可能となります。 
このようなことから、ＢＣＰ策定マニュアルの作成など、

管理者によるＢＣＰ策定の支援を行います。 

◇営農指導の充実強化 
 JA 中央会・連合会の「担い手・法人サポートセンター」
が行う営農指導員養成研修に農業革新支援専門員が講師とし
て指導にあたっています。 
 また、営農指導員の技術力高位平準化を図るため、平成２
８年度から「ALLくまもと農産物生産支援体制強化事業」に
より、普及OBによる人材育成、タブレット端末を用いての
技術情報の共有化や栽培状況の確認等、指導体制の強化を支
援しています。 

◇農作業安全の意識啓発 
 農業団体や農業機械メーカーと連携し、農作業安全運
動の実施や対策チラシ、ステッカー等の配布を行ってい
ます。また、農作業安全対策の理解を深めるため、市町
村や JAの担当者等に対し講習会を開催し、農業機械で
実演しながら知識習得を支援しています。 
 

◇土地改良区の合併 
土地改良区は、農業水利施設の維持管理等、

農業の持続的な発展のために大きな役割を担
っていますが、農業者の高齢化や農産物価格
の低迷等により、零細・小規模で運営基盤が
脆弱化している事態も生じています。 
県では、熊本県土地改良区統合整備計画に基づき、計画的に土地改良区の合併を支援し、

運営基盤の強化を図っています。 
具体的には、研修会の開催や合併協議会への参画、合併後の事務機器整備費補助等を行

っています。その結果、H27～28年度の間に、5件の合併が成立しました。 
今後も体制強化を図り、土地改良区による地域農業振興への貢献を支援していきます。 

○大雨や地震等による災害から農業経営や農村のくらしを守るため、排水機場などの防災

インフラの整備のみならず、災害と向き合う体制を構築し、迅速な対策を可能にするこ

とで被害を最小化します。 

○農協の経営基盤・組織体制の強化を図るため、営農指導の充実強化を支援し、さらに、

農作業事故防止のための意識啓発活動を農業団体と連携しながら推進しています。 

○土地改良区の運営基盤の強化を図るため、熊本県土地改良区統合整備計画に基づき、計

画的に合併を支援しています。 

県内土地改良区数の推移（解散による減も含む） 

H7.4.1 H17.4.1 H27.4.1 H29.4.1 

１４２区 １２２区 ９９区 ８７区 

排水機場機能停止時の代替ポンプによる緊
急対応（宇城市） 

コンバインを用いた農作業安全対策実演会 

県育成いちご新品種「ゆうべに」の指導支援強化 

「本村ため池」のハザードマップ（宇城市） 
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２―３  競争力のある農産物の生産体制の確立 
 

 

 

◇みかんの高品質果実生産への取組み 

本県のみかんでは、魅力ある商品づくりと需要に応じた生産

体制づくりを進め、消費者に熊本産を選択してもらうための取

組みを展開しています。 

特に消費者が求めている「甘くておいしいみかん」を作るた

めに、収穫前に余分な水分を吸収させないよう、地表全面をシ

ートマルチで覆う栽培を推進しています。 

平成２８年産では、県事業による３１ｈａの全面シートマル

チ栽培を始め、高品質果実生産に取り組んだことで、食味の良

いみかんが生産され、価格がここ 10 年では最高となるなど、

県産みかんの評価も高まりつつあります。 

今後とも、消費者から求められる品質・出荷量を継続して供給できる体制を構築し、

熊本みかんの競争力を強めて参ります。 

 

◇畳表生産効率向上に向けた品種構成の再編 

品種の特性を活かした適期栽培を更に進め、品 

質向上を図ります。併せて、作業の分散化に向け、 

早刈の新品種「涼風」と既存の優良品種「夕凪」 

「ひのみどり」「ひのはるか」の組み合わせを誘導 

し、各農家ごとの栽培面積の拡大と畳表生産枚数 

の増大を図り、いぐさ産地維持と生産力の強化を 

図っていきます。 

 

 

 

 

 

◇肉用繁殖牛の増頭への支援 

本県では、県産ブランド和牛の生産基盤として、肉用種の繁殖雌牛が約 35,000 頭飼

養されています。しかし、近年、担い手の高齢化や後継者不足等により、繁殖雌牛の頭

数が全国的に減少傾向にあり、肥育素牛が高騰している大きな要因となっています。 

 特に、本県の特産である褐毛和種については、黒

毛和種や乳用種のように、県外からの導入に頼るこ

とができません。そこで、県では平成２６年度から

あか牛新生産システム緊急対策事業として乳牛の

借り腹を活用した受精卵移植による増頭事業を実

施しています。農業研究センターで製造した受精卵

を県内の酪農家の乳牛へ、３年間で1,867個を移

植し、約500頭の子牛が生産される見込みです。 

○くまもとの農産物全体の国内外における競争力を強めるため、魅力ある産品づくりに取

り組むとともに、需要に即した生産及び供給体制の整備を図ります。 

全面シートマルチ栽培

マト栽培状況 

いぐさ優良品種の作型体系 
時期 6 月２０日    ７月 5 日     7 月 15 日    

作型 早 刈 普通刈 晩 刈 

品種 「夕凪」・「涼風」 「ひのみどり」 「ひのはるか」 

 

涼
風 

夕
凪 

ひ
の
み
ど
り 
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◇高度環境制御技術の確立と技術指導者の育成による次世代型園芸の推進 

 高度環境制御技術は、ハウス施設内の温度や炭酸ガス等の 

環境を作物の最適な条件に制御することで収量等の向上を図 

る技術です。 

本県では、生産量日本一のトマトにおいて技術確立に取り 

組んでいます。これまでに本県のハウスに適した価格を抑え 

た制御機器を企業と共同で開発しており、この制御機器を用 

い、自動でハウス内環境を最適に管理する技術のトマト栽培 

実証展示圃を設置しました。 

平成２８年度は、生産者や指導員等を対象に技術者を育成 

するための現地検討会や研修会を開催（参加者約２５０名） 

しながら、高度環境制御技術の普及を図り、約１２haのハウ 

スに導入されました。 

今後は、高度環境制御技術の対象品目をなすやきゅうりに 

拡大するとともに、卓越した技術指導者の育成と導入面積の 

拡大を図り、競争力ある農林水産業を実現します。 

 

◇広域農場による省力・低コスト生産の取組と「熊本広域農場構想」の推進 

米・麦・大豆等の土地利用型農業において、１００ｈａを超えるような大規模な農業

経営を実践する６法人の広域農場設立を支援し、スケールメリットを活かした生産コス

トの大幅な削減を進めています。 

稲作では「乾田畝立直播」や「育苗箱全量施肥」、「密播疎稙栽培」等の技術を導入し、

機械の集約化と併せて、既に慣行の稲作に対し、約３割の生産コスト削減が実現してい

ます。 

更に広域農場では、コスト５割削減を目指して、農地や機械、労働力等を最適化する

ため、パソコンやスマートフォン等のＩＣＴ技術を活用した「総合営農管理システム」

の導入に着手しています。 

今後、このような広域農場のコスト削減の取組みや経営理念等を県内全域に波及させ

る「熊本広域農場構想」の取組を進めることとしています。 

 

 

 

 

 

○施設果菜類では、温度や炭酸ガス等を最適な条件に自動管理する高度環境制御技術の

確立に取り組んでいます。 

○土地利用型農業において、農地集積による規模拡大と省力・低コスト技術の導入等を

進め、国内外での競争に打ち勝つ農業の実践を推進しています。 

 

 

 

（乾田畝立直播の実施） （ＩＣＴ技術導入の説明会） 

制御機器 
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〇農研センターで開発した新品種・先端技術 

国際競争を見据えた「稼げる農業」の更なる加速化を目指し、産地や農家・消費者の

多様なニーズを捉えた技術の開発に取り組んでいます。また、県普及組織や JA等関係機

関と連携して技術普及の加速化を図っています。 

「華
はな

  錦
にしき

」 

◆枯死株が少
なく、茎が
太く、収量
が多い。6月
下旬から7
月上旬に収
穫。 

◆Ｈ2６年度 
品種登録 

  

◆酒造好適米
品種。倒れに
くく、大粒で
充実良好。吟
醸酒～純米
酒の製造に
期待。 

◆Ｈ28年度 
品種登録  

 
 

 

「森のくまさん」 

◆県育成第1
号。食味ラン
キングで最
高得点で1位
(H２４年)。
粘りがあり、
良食味。 

◆H12年度 
品種登録 

 いぐさ 

 野菜 

   果樹 

◆ 大玉 で 甘
く、香りが
芳醇。低コ
スト栽培が
可能。 

◆Ｈ17年度 
品種登録 

ひのしずく 

◆「不知火」に比べ酸味が低くなる
時期が早く、食味が良好で収量が
多い。 

◆Ｈ14年度品種登録 

「肥の豊」(デコポン) 

◆年内に成熟し、12月に出
荷できる温州みかん。糖度
も高く食味が良好。浮き皮
が少ない。 

◆H27年度品種登録 
  

「熊本ＥＣ１１」 

◆「ヒゴムラサ
キ」の着色性
を改善し、舌
出し果の発
生を軽減。 

◆H２８年度 
出願公表 

「ヒゴムラサキ２号」 

「涼
すず

 風
かぜ

」 

◆年内収量が
多く、大玉
で鮮やかな
赤 色 が 特
徴。 

◆Ｈ28年度 
品種登録 

ゆうべに 

◆茎が非常に細
く、太さや色
の揃いが良
い。高品質で
感触がよく、
非常に美しい
畳表となる。 

◆Ｈ１３年度 

品種登録 

  

「ひのみどり」 「くまさんの力」 

◆高温条件下
でも白未熟
粒が発生し
にくく、良
食味。倒伏
にも強い 

◆Ｈ２2年度 
品種登録 

〇作付面積 H28  

4,708ha 

〇作付面積 H28 

923ha 

１ くまもとの魅力を発信できる新品種の開発 

◆ツヤ・粘りが
ある極良食
味品種。高温
登熟性に優
れ、倒伏しに
くい。 

◆Ｈ２8年度 
出願公表 

「くまさんの輝き」 

〇目標面積 H35 

    2,000ha 

 米 

〇目標面積 H31 

25ha 

〇作付面積 H28 

287ha 

〇作付面積 H28 

154ha 

〇作付面積 H28 

16ha 

〇作付面積 H28 

45ha 
〇目標面積 H30 

3ha 

〇目標面積 H35 100ha 
〇栽培面積 H27 425ha 

※「 」内は、品種名・系統名、 

他は商標又は愛称 
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ナシ「秋麗」の摘果作業の 
労力軽減 

早生カンキツ「みはや」の 
高品質果実生産 

水稲の品種等組み合わせに
よる機械作業時期の分散 

 ２ 稼げる農業を目指した革新的な生産技術の開発 

３ 環境にやさしい農業を推進する技術の開発 

◆バンカーサイロの活用による
効率的な調製技術を開発 
 

◆せん定後の除芽により摘果作
業時間を削減する技術を開発 
 

◆年内収穫・出荷する「みはや」の
高品質果実生産技術を開発 
 

◆大規模営農の移植・収穫作業の
分散・効率化技術を開発 

◆放牧・農作業等の危険箇所を
予測できるマップを作成 

◆白黒マルチの活用による収量、品
質の安定化技術を開発 

ＷＣＳ用イネの効率的な 
調製技術 

イチゴ「ゆうべに」の 
収量及び品質の安定化 

阿蘇地域の草地における 
牧野ハザードマップの作成 

牛ふん堆肥中のリン酸 
カリで化学肥料を減肥 

◆堆肥中のク溶性リン酸とカリ活用
による化学肥料代替技術を開発 

ナシのモザイク症状 
発生軽減技術 

環境負荷を軽減した茶害虫 
の同時防除    

◆チャトゲコナジラミとクワシロカ
イガラムシ第一世代の同時防除技
術を開発 

◆疫病汚染圃場で良好に生育する湿地性
カラー。仏炎苞は純白で、茎は細く、
品質が優れる。◆H24年度品種登録 

〇作付面積H２８ 

ホワイトトーチ 48a  ホワイトスワン 10a  

 花き 

ホワイトトーチ ホワイトスワン 

◆ 肉質、肉量、ばらの厚さ
が優れた黒毛和種種雄
牛 

◆H21年度選抜 
  

◆脂肪交雑等級及びばらの
厚さが歴代最高の成績で
枝肉重量やロース芯面積
についても極めて優秀な
褐毛和種種雄牛 

◆Ｈ28年度選抜 
 

 畜産 

「平
ひら

茂
しげ

幸
ゆき

」 「弦
つる

 球
たま

」 

ﾁｬﾄｹﾞｺﾅｼﾞﾗﾐ ｸﾜｼﾛｶｲｶﾞﾗﾑｼ 

◆ニセナシサビダニが関与する
モザイク症状の薬剤防除によ
る被害軽減技術を開発 
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◇普及活動の事例紹介 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○県内には約２００人の普及指導員等が、県庁と各広域本部農業普及・振興課に勤務して
おり、農業生産法人の育成や新品種・新技術の導入による生産性の向上など地域農業の
発展を支援しています。 

○また、県庁農業技術課には、より専門的な知識を持つ農業革新支援専門員が、野菜、果
樹、経営等の専門分野ごとにおり、地域の普及指導員と連携した農家の支援活動を行っ
ています。 

農業の普及活動 

① 小さな「デコポン」産地の大きな挑戦 （熊本地域） 

 

② トマトのＰＱＣ最適化による経営改善と産地強化 （八代地域） 
法人設立に向けた集落座談会 

熊本市北区植木地区では、施設栽培で不知火類が約１２ha栽培

されていますが、年数がたち高樹齢による樹勢低下・密植・高樹

高や収量低下・品質低下が問題となっていました。 

そこで、JAと連携して、高品質果実生産が可能な技術「ヒリュ

ウ台『肥の豊』」の推進と管理技術の定着を目指しました。 

成功の鍵は幼木期の管理が重要であると考え、展示ほ活動、栽

培講習会、園地巡回・個別面談を柱とした活動を展開しました。 

その結果、平成２８年には施設栽培でのヒリュウ台「肥の豊」

が県内最多の産地になりました。今後は、より高品質で安定した

収量を確保するため、設備の導入の検討と温度・水分管理の徹底

を指導強化に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

五木村振興は県政の重要課題であり、五木村と熊本県は、平成

21年度から30年度の10年間を計画期間とする「ふるさと五

木村づくり計画」を策定し、地域の特徴を活かした農林水産物の

生産を推進しています。 

そのような中、農業普及・振興課では、「五木村の特徴を活か

した農産物の生産」を目指し、鳥獣害の被害を受けにくく高齢者

にも取組める作物の導入を支援しました。 

村の貴重な資源である柑橘「クネブ」による新商品開発と、鳥

獣害の被害を殆ど受けない軽量作物「ホワイト６片ニンニク」を

柱に、今後も五木村の振興を地域とともに推進していきます。 

技術員の検討会 

 

③ 五木村の特徴を活かしたクネブ、ニンニクの産地づくり（球磨地域） 

日本一の冬春トマト産地である八代地域では、近年、トマト施設の

整備・機能向上が進んでおり、栽培面積も微増傾向です。また、ト

マト栽培への新規就農者や後継者も多い状況です。 

 農業普及・振興課では、トマト生産の安定化とさらなる高生産性

農業をめざし、長年の課題であるトマト黄化葉巻病対策の徹底とと

もにトマト黄化葉巻病耐病性品種での食味を重視した優良品種の

選定・集約、出荷予測の精度向上、複合環境制御技術の実証及び普

及推進等、トマト生産におけるＰＱＣを最適化する普及活動に取り

組んでいます。 

 

トマト PQC最適化への取組内容 

希少な柑橘「クネブ」や「６片ニンニク」 
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◇農業革新支援専門員を核とした重点プロジェクト活動 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇ＩＣＴ（iPad）を活用した普及活動の展開 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○農政施策の推進や地域農業課題の解決を図るため、今後、活用が期待される新技術や新品種等

の普及を目指し、農業革新支援専門員が核となって地域の農業普及・振興課と連携して「重点

プロジェクト活動」を展開しています。次の事例を含め、１３課題に取り組んでいます。 

○革新支援専門員や普及指導員が取り組むプロジェクト活動、リアルタイムな意見交換による高

度な技術支援、災害発生時の被害状況の速やかな把握ときめ細かな指導などに活用しています。 

 

  

 

水稲栽培の低コスト･省力化ならびに化学肥料低減を推進

するための技術として、育苗箱全量施肥技術を推進しました。

この結果、普及面積は270ha以上に拡大し、大規模栽培農

家や法人組織においても有効な技術として実証されました。 

 また、アスパラガス新規作付前土壌調査をはじめとする土

壌断面調査の実施を推進し、H28年度は様々な品目にわたり 

68ヶ所を調査して、それぞれ土壌改良の処方を示しました。 

 

 
 

 

 本県の促成イチゴは生産量全国第３位を誇ります。県では

平成26年度にイチゴ新品種「ゆうべに(熊本ＶＳ０３)」を

育成しました。平成２７年度には、展示ほによる実証栽培を

基に高収量栽培技術をモデル化した栽培マニュアルを策定し

ました。 

そこで、本格普及初年にあたる平成２８年度は、５２ha 

で栽培する約350名の新規生産者に対し、栽培マニュアル

による管理の徹底と技術の確実な定着を図りました。このた

め、農業団体と連携したＩＣＴ（タブレット端末）技術も活

用した情報共有を行い、単収向上による経営安定に向けた普

及・推進に取り組んでいます。 

 

普及指導員と農業革新支援専門員
とのやり取りで病害虫診断 農家の説明に活用 被害写真の共有化で迅速な状況把握 

土壌診断と施肥量削減技術を基軸とした水稲･野菜生産の推進 

優良事例のモデル化による促成イチゴの単収向上 

農業団体と連携して普及拡大を推進 

水稲育苗箱全量施肥 

関係機関との土壌断面調査 
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２―４  くまもと産農産物のブランド力向上と販路拡大 
 

 

◇くまもと産農産物の認知度向上・販路拡大を目指した取組み 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 H26 年度 H27 年度 H28 年度 

事業者数 ３ ５ １０ 

各地域においてモデルとなる拠点（直売所等）を 

支援し、新たな流通ルートの構築及び継続的な 

取引に繋げるため実証事業を実施。 
 
 

                                              

○平成２７年度の我が国の農林水産物の輸出額は、約７，４５１億円で、前年より約２

２％増加しました。 

○熊本県の平成２７年度の農林水産物の輸出実績は約４３億３千万円となり、前年度よ

り２２％増加しました。このうち、農産物輸出実績は約５億５千万円で、前年度より

４５％増加しました。 

○香港向けのイチゴ、甘藷、牛肉や、台湾向けの梨、シンガポール向けの米などが現地

で高い評価を得ています。 

○県では、さらなる輸出拡大に向け、生産者・生産者団体の輸出活動を支援するととも

に、成長著しいアジア・アセアン地域の活力を取り込むため、平成２５年４月にはシ

ンガポールに「熊本県アジア事務所」を、また、平成２７年９月には香港に「くまも

と香港事務所」を設置し、本県農林水産物の輸出促進の支援等を行っています。 

○くまもと産農産物の認知度向上のため、平成２４年度から「くまもとの赤」を基調と

した情報発信やＰＲを進めています。 

○平成２８年度の「くまもとの赤」の認知度は前年度から３．２ポイント上昇し、２８．３％

になりました。また、「くまもとの赤」の加工品登録も３３０品に達しています。 

○大都市圏の量販店等と産地見学会や熊本フェア等を通じて連携を強め、量販店への商

品提案や消費地への情報発信、消費地の情報収集を行いながら、販売力強化や販路拡

大を図っています。 

○少量でも魅力ある農産物（小ロット農産物）の販路開拓を図るため、食材の供給拠点

となる直売所等を核として、大都市圏への新たな流通ルートの構築及び継続的な取引

に繋げる取組みをサポートしています。 

16.5％ 

28.3％ 

「くまもとの赤」認知度調査 

食材ＰＲ会の実施（11月、福岡） 

国内向け産地問屋機能を持つ事業者数 

ｽｰﾊﾟｰﾏｰｹｯﾄ・ﾄﾚｰﾄﾞｼｮｰへの出展支援 
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◇県産農産物輸出拡大に向けた取組み 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇６次産業化等の推進 

農産加工の取組として、くまもと「食」・「農」アドバイザー 

小泉武夫氏による評価会等を各地で開催したほか、高度な 

衛生管理施設整備への支援（補助）や熊本県農産物加工食品 

コンクール、研修会、交流会、個別相談会を開催しました。 

○県は、これまで農産物の6 次産業化や農商工連携など、農産物の高付加価値化に向け

た取組みを進めてきました。 

○平成 23 年からは「くまもと『食』･『農』アドバイザー」の小泉武夫氏(東京農業大

学名誉教授)を活用した評価会や加工セミナー等を実施しています。また、消費者が買

いたくなるような「くまもとふるさと食品」を生み出していくために、農林水産加工

品等の開発・改良等を実施するグループ等への活動費等の補助を行っています。 

熊本６次産業化サポートセンターと連携し、６次産業化・地産地消法に基づく総合化

事業計画の認定や認定事業体の計画達成に向け、研修会や交流会、きめ細やかなプラ

ンナー活動等を行い、県内の６次産業化を進めています。 

○本県の農産物加工や直売所など農業生産関連事業の年間販売金額は、前年から２１億

円増加し約６８１億円（Ｈ２６年度）、全国では 5 位となっています。 

（資料）財務省「貿易統計」を基に農林水産省で取りまとめ 
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農産物輸出額の推移

ＥＵ・北米・中東等

アジア

県産農産物輸出額の推移（熊本県） 農林水産物輸出額の推移（全国） 

香港国際マラソンでの 

県産トマトＰＲ → 

← 香港飲食店での県産食

材を使用したフェア 

主な県産農産物の輸出実績（熊本県） 

（資料）県農林水産部取りまとめ（関係団体等からの聞き取りによる） 

（資料）県農林水産部取りまとめ 

（関係団体等からの聞き取りによる） 

平成26年度 平成27年度

牛肉 105,750 199,160

イチゴ 50,021 39,082

甘藷 20,546 13,911

トマト 7,789 11,222

シンガポール 米 13,349 52,556

アメリカ 牛肉 31,663 76,606

カナダ みかん 54,903 37,807

梨 9,383 3,122

甘藷 2,782 2,367

香港

台湾

輸出先 品目
金額（千円）

県産農産物輸出額 

千円 
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◇くまもと県南フードバレー構想の推進 

  

■商品開発の支援 

県南地域の特産品であるトマトやショウガ、柑橘を使用した商品開発の支援や、

事業者間のマッチング等を行うとともに、大手百貨店グループとの共同商品開発に取

組みました。また、バリューチェーン構築を目指したモデル性の高い取組みには、関

係機関や外部人材等と連携して商品開発等の加速化を図りました。 

平成２８年度対応件数：６８４件 

（電話 69／相談 226／設備利用 212／依頼分析 8／視察 31／訪問相談 138） 

 ・事業者の商品試作や研究開発支援 

商品化数：27 商品 

（青トマトのピクルス／しょうが紅茶など） 

・商品開発や販路開拓に向けた事業者間のマッチング支援 

マッチング事例：27 事例 

（熊本赤酒ゆずポン酢：地域事業者と地域外酒造事業者 

などとの連携） 

・関係機関、外部人材と連携したビジネスモデル創出支援 

プロジェクト事例：13 事例 

（五木村特産柑橘“クネブ”の商品開発プロジェクトなど） 

■販路拡大に向けた取組み 

県では、構想の推進母体である｢くまもと県南フードバレー推進協議会」と連携し、

商品適性にあった販路選定による個別商談会やバイヤーとのマッチングなどに取組

み、新たな販路獲得に繋げています。 

更に、県南地域の知名度向上とブランド化を図るため、新ブランド「ＲＥＮＧＡ」

（れんが）を創設し、各事業者が持つ魅力的な商品を詰め合わせたギフトボックスや、

全国誌と連携し、地域の厳選食材とオリジナルレシピをセットにした「お取り寄せ商

品」を販売するなど、市場拡大に向けた取組みも展開しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

○平成２５年３月に策定した「くまもと県南フードバレー構想」の推進に向け、中核施

設として整備した「フードバレーアグリビジネスセンター」では、生産者や消費者の

ニーズをくみ上げながら、商品開発（加工）から販売（流通）まで一貫した支援体制

を整え、バリューチェーンを視野に入れた“売れるものづくり”の支援を行っていま

す。 

 
 

ＲＥＮＧＡロゴマーク・ギフトボックス 

 

県南商品見本市 

 

在京ホテル現地視察 

熊本赤酒ゆずポン酢 

五木村が試作した
クネブ加工品 



 

22 

 

くまもとの農業 2017  

◇地産地消の推進 

まずは身近なところから、地産地消に取り組みましょう！ 

例えば・・・ 

 食材を買うときは出来るだけ「地元産」や「熊本県産」を選びましょう。 

 外食の際は、「地元産」や「熊本県産」の食材を使用しているお店やメニューを選び

ましょう。（県地産地消サイトでは地産地消協力店を御案内しています） 

 農業体験や漁業体験などの地域イベントに参加してみましょう。 

 農林水産業に関する地域の伝統行事やお祭りに参加してみましょう。 

 

○学校給食への県産食材の利用促進 

 子供たちの郷土の“食”への愛着を深めるた

め、学校給食での県産食材の利用を促進します。   

平成２８年度は、関係機関が一堂に会し、『学

校給食における県産農林水産物等利用（地産地

消）推進大会』（２/１０）を初開催したほか、

地域内食材を活用するための市町村を軸とした

地域内連携の流通モデルづくりや、県産食材を

原料とした一定価格と安定供給できる加工品の

開発・流通モデルづくりに取り組んだほか、現

場がより県産食材を活用できる出荷情報の提

供・調理レシピの共有のためのサイトを整備 

しました。 

 

○地産地消協力店の活動支援 

平成２８年度は、地産地消協力店活動支

援事業として、地産地消協力店を対象に、

「くまもと農業フェア」（１１/12・13）

への「スイーツマルシェ」コーナーの出展

支援（１４ブース）や「現地見学会」及び 

「試食交流会」（２/２７）を実施しました。 

 

○平成21 年3月に「くまもと地産地消推進県民条例」が制定されました。地産地消と

は、県内で生産された農林水産物などを、より身近な地域で優先して消費することを

いいます。 

○ 「くまもと地産地消」では、県産農林水産物への理解を深め、地域活性化を促進し、

県民の皆様の郷土愛をはぐくむ取組みを進めています。 

○ さらに、県民一人一人が、生産者の取組みを尊重しながら、学校や職場、家庭の中で

日常的に地産地消を意識し、実際の消費行動に移してもらえるよう、さらなる普及、

浸透を図ります。 

○また、条例では、行政（県、市町村）、生産者、事業者、そして県民の皆さんがお互

いに連携・協力することで、地産地消を進めることを目指しています。  

農業フェア「スイーツマルシェ」コーナー 

学校給食における県産農林水産物等利用推進大会 
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◇ＤＶＤ「次世代に伝えたいくまもとの味遺産」（くまもと食の技映像記録）作成 

 ふるさと熊本の食文化や郷土料理を後世に引き継

ぐため、これまで郷土料理やおやつのレシピ集、食の

歳時記など、文字媒体による記録を作成してきたとこ

ろですが、平成２８年度は、初めて映像記録ＤＶＤ「次

世代に伝えたいくまもとの味遺産」を作成しました。 

県内の代表的な郷土料理である「辛子れんこん」や「巻

き柿」、「つぼん汁」など、１１品目を選定し、それぞ

れの食の名人による実演映像をレシピ等とともに記録

したものです。 
                          「次世代に伝えたいくまもとの味遺産Ｖol.1」 

◇「くまもと食文化アドバイザー」の設置 

 平成２８年度から土山憲幸氏を「くまもと食文化アドバイザー」として依頼し、本県の

食文化継承のために指導・助言をいただいています。 

 DVD 作成においても、土山氏の監修により内容の充実を図りました。また、ふるさと

食の名人の活動をより効果的に進めるために、食文化伝承の手法など、食の名人を対象に

勉強会を行っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

         ＤＶＤ収録風景                   プロの技を披露 

 

◇ブランドマークの商標登録申請 

「くまもとふるさと食の名人」の持つ郷土料理や農 

産加工等についての技術を地域内発型ビジネスとして 

展開していくためには、食の名人のブランド化による 

差別化を図ることが必要です。このため、平成２３年 

度に作成したブランドマークのさらなる活用と権利保 

護を目的に平成２８年度に商標登録申請を行いました。 

 また、食の名人活動を１５年間続けられている方に 

は、感謝状を授与するとともに、今後ますますの活躍   「くまもとふるさと食の名人」ロゴマーク 

を期待し、三ツ星マーク入りの食の名人エプロンを配 

布しました。 

○平成１３年度から、熊本の郷土料理について卓越した知識、経験、技術を有し、伝承

活動に取り組んでいる人を「くまもとふるさと食の名人」に認定しています。 

○県下全市町村の３１６名（平成２８年度）の名人さんが、地域での食文化伝承活動や

地産地消・食育の推進、農産加工等の地域産物の利活用促進に取り組んでいます。 

○「くまもとふるさと食の名人」が作る美味しい料理は、県内の道の駅やファーマーズ

マーケットなどで味わうことができます。 
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２―５  中山間地域における収入づくりと担い手づくり 
 

 

◇本県独自の「中山間地域耕作改善等事業」の創設 

 本事業は、中山間地域の棚田、畑（樹園地）において、農家のニーズに沿ったきめ細やか

な整備を、農業者の自力施工も活用し迅速的かつ安価に進め、耕作条件の改善を図り生産性

を高めるとともに、水源かん養、洪水調整、景観形成などの多面的機能の維持・発揮を図る

ため、平成２７年度の経済対策を活用し創設しました。 

Ｈ２８年度の取組は、５市町村、３４件、15,000千円。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

◇都市農村交流の取組み 

 むらの多様な地域資源を活用した、いわゆる“グリーン・ツーリ

ズム”の取組みを支援するため、インバウンドに対応できる取り組

みや、フットパス等のランブリング情報を取りまとめて PR冊子を

作成するとともに、インターネット上で情報発信しました。更なる

農山漁村の活性化を図るため、引き続き取り組みを進めます。 

 

◇農観連携の取組み 

 農山漁村の魅力と観光需要を結びつける取組を推進する農観連

携の動きが広がっています。農山村体験の観光商品化に向けたモデ

ル類型の調査・分析、モデル観光商品の試行等に取り組みました。

今後も地域特性を活かした農山村体験の観光商品化に向けた取り

組みを進めます。 

 

◇農福連携の推進 

 農業者と福祉施設等の連携により、中山間地域等の多面的機能を

活かした補助事業等により、障がい者による野菜の定植や収穫等の

農作業体験等を支援し、農業分野への就労やリハビリなど、農業と

福祉の連携を進めます。 

 

○特徴的な農産物、美しい景観、郷土食、文化、自然など、数多くの地域資源（宝）を生

かした都市農村交流の取り組みを推進しています。 

○収益性の高い品目の導入に当たって欠かせない生産条件の改善に向けて、きめ細やか 

な農地生産基盤整備と農地集積を進めます。 

Ⅱ 中山間地域等における持続可能な農村づくり 

２―１  農地集積と水田フ活用 
 

２―６  地域資源を活用した中山間地域等の振興 
 

着手前 しゅん工 
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２―７  次世代へ豊かな農村社会や環境の継承 
 

 

◇むらづくりの核となる多様な人材の育成と応援活動の推進 

くまもとむらづくり人材育成塾を開催し、農山漁村の地域資源（宝）を活かして、むらづ

くりをコーディネートできる人材の育成や、個別の地域課題に対応したスペシャリストとし

て、ふるさと水と土指導員などの育成・確保に取り組んでいます。 

また、くまもと農人プロジェクト等により、都市住民、企業、大学等による農山漁村地域

を応援する活動を進めています。 

 

 

 

 

 

 

 

くまもとむらづくり人材育成塾          くまもと農人プロジェクト「かんしょ収穫作業の応援」 

 

◇くまもと里モンプロジェクト 

 農林水産業や農山漁村の多面性をさらに発揮させるため、3つのテーマに沿った 

住民主体の幅広い地域活動を支援しています。平成25年度から平成28 年度の4 

年間において、599件の様々な取組みが県内各地で展開されました。 

引き続き、このような各地域での地域活性化に向けた取組みを支援します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○持続可能な農山漁村をめざして、農山漁村の美しい景観の保全・継承や地域の農耕文化

や地域コミュニティの維持・創造、地域の資源を活用した地域の活性化など、様々な

地域の人々や関係団体が連携して地域資源を保全する取組みを支援します。 

○農村が持つ多面的機能や農村集落を維持・継承していくために、むらづくりを担う人材

を育成します。 

〇また、次世代を担う学生や学校・自治体等の産学官の連携など、農業・農村を応援する

取組みを支援します。 

①美しい景観の保全、創造 

（クリムソンクローバーの植付けによる景観整備） 

③地域資源を活用した内発的産業の創造 

（空きスペースを活用した農家レストランの開業） 

②文化・コミュニティの維持、創造 

（途絶えていた地域伝統の祭りの復活） 

③地域資源を活用した内発的産業の創造 

（フットパスイベントによる都市農村交流） 
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平成28年度九州各県の取組状況 

県名 取組件数 
取組面積 

(ha) 
（参考） 

市町村数 

福岡県 88 992 33 

佐賀県 46 334 15 

長崎県 74 1,963 17 

熊本県 199 2,400 31 

大分県 43 554 14 

宮崎県 19 502 17 

鹿児島県 50 1,239 23 

沖縄県 1 2 1 

計 520 7,986 151 

農林水産省（平成29年3月速報値） 

 

◇世界農業遺産の取組み 

 阿蘇地域は、2013年5月に「阿蘇の草原の維持と持続的農業」が世界農業遺産に認定

されました。県では、阿蘇地域世界農業遺産や阿蘇地域の食等の魅力を広く発信するため

に、県外（東京・大阪等）においてＰＲを行いました。 

 東京では、くまもと復興応援感謝フェアの会場において、農産物の販売と世界農業遺産

クイズを行い、多くの方々に参加いただきました。 

 大阪においては、国内世界農業遺産認定地域（８県）と連携し、百貨店において各地域

の食材を使ったレストランメニューフェアやくまモンと一緒にＰＲを行いました。 

 今後も、阿蘇地域世界農業遺産や阿蘇地域農産物等の魅力を伝え、農産物の付加価値向

上や観光客の増加など認定効果を最大限に発揮し、阿蘇地域の振興を図っていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇環境保全型農業の取組みを支援 

平成２３年度から「環境保全型農業直接支

援対策」が始まり、化学肥料や化学合成農薬

を通常の半分以下に減らす取組に加え、地球

温暖化防止や生物多様性の保全に効果の高い

取組を支援（環境保全型農業直接支払）して

います。 

本県では、鹿本・上益城・天草地域を中心

に2,400 ha（平成29年３月速報値）で取

組があり、全国では9位となっています。取

組内容としては、有機農業が全体の約３４％、

次いで IPM（総合的病害虫・雑草管理）が全

体の約3２％、となっています。 

 

◇籾米サイレージの利用拡大 

中山間地域の天草や玉名地域等において、籾米サイレージをつ

くって、餌として肉用牛繁殖雌牛に与えるなど飼料用米の利用拡

大を進めています。 

 配合飼料価格が高止まり（約６０円/㎏）する中、これに代わる

飼料を安く確保・利用する仕組みが必要となっています。 

 このため、当地域では、籾米を破砕し、水

分を約３０％に調製し、フレコンバックに詰

めて、発酵させて、屋外に保管し、繁殖雌牛

に与える取組みを推進しています。 

 

世界農業遺産クイズの様子（東京） くまモンとのＰＲ（大阪） 
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消費者との交流イベントによる発信 

 

 ◇地下水と土を育む農業の推進 

１．県民と協働した県民運動の展開 

農業による地下水かん養を始めとした農

業者等の環境に配慮した農業の取組み等に対

し、消費者や企業等の理解を進め協力が得ら

れるよう、消費者が地下水と土を育む農産物

であると認識して入手できるような仕組みの

整備や、企業、団体、市民グループ及び学校

教育等と連携して地下水と土を育む農業につ

いての啓発を行うなど必要な情報発信と啓発

活動を行います。平成2８年度はグリーン農

業応援宣言１８，４０８件、販売店舗数１１

３店舗となりました。 

 

２．くまもとグリーン農業による土づくりを基本とした化学肥料・農薬の削減推進 

農業者へのくまもとグリーン農業の周知を継

続するとともに、農業者が実施する土づくり、

土壌分析や化学肥料・農薬削減技術導入の支援

を行います。 

また、生産振興対策、新規就農対策、環境保

全型農業直接払等を活用し、くまもとグリーン

農業に取り組みやすく、化学肥料・農薬をより

削減しやすい環境を整えます。 

平成２８年度には、グリーン農業生産宣言者

は１９，２２９件になりました。 

 

３．家畜排せつ物を使用した良質な堆肥の生

産と広域流通の推進 

家畜排せつ物の適正な管理はもとより、耕種

農家が使いやすい良質な堆肥を生産し、畜産が

盛んな地域とくまもとグリーン農業に取り組む

地域が手を結んだ堆肥を広域に流通させること

により、県全体で堆肥を有効利用を進めます。

併せて、稲わらと堆肥の交換や、堆肥散布作業

の受託などの耕畜連携により､くまもとグリー

ン農業に取り組む農業者の土づくりを推進しま

す。   

平成27年度には､堆肥の広域流通69,458ｔ 

となりました。 

 

○ 平成２７年４月に施行した「地下水と土を育む農業推進条例」及び「地下水と土を育

む農業の推進に関する計画」に基づき、「地下水と土を育む農業」を総合的かつ計画

的に推進しています。 

くまもとグリーン農業農産物マルシェの開催 

良質堆肥の生産への取組み 

（堆肥コンクール） 
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耕作をしない時期の水田への水張り 

４．飼料用米等の作付拡大や湛水等水田の有効活用の推進 

米の消費は減少傾向にあり、主食用米の生産拡大が

望めないことから、水田の有効活用のために、飼料用

米等の非主食用米等の生産を拡大します。 

特に地下水の利用が多い熊本地域の水田の積極的な

活用による地下水かん養について、くまもと地下水会

議の提言等とも整合性を図りながら対策を進めていき

ます。 

白川中流域では土地改良区や企業等との協力により、           

平成2８年度は131ｈａの涵養に取り組まれています。 

 

５．地下水と土を育む農業を支える試験研究及び技術の普及 

地下水と土を育む農業を着実に推進するために、一層

の効果的な施肥、堆肥の利用促進、水田の利用拡大、地

下水のかん養などにつながる試験研究に取り組むととも

に、施策の効果を見極めるため土壌と地下水のモニタリ

ング調査の継続等に取り組んでいきます。 

また、県内大学等と連携し調査・研究を進めるととも

に、地下水と土を育む農業を支える技術を普及します。 

平成2８年度は、県内大学と２課題を委託して実施し   

ました。 

 

◇くまもとグリーン農業 

土づくりを基本に化学肥料・農薬を削減する農業など環境にやさしい農業を「くまもと

グリーン農業」として推進しています。また、グリーン農業に取り組む生産者には「生産

宣言」を、選んで・買って・食べていただく消費者やグリーン農業農産物を売ったり、レ

ストランで使ったりする企業には「応援宣言」を、県民一人ひとりが取り組みを宣言して

「くまもとグリーン農業」を広める取組を実施しています。 

生産宣言を行った農業者等がその取り組み内容（制度）に応じて農産物にくまモンをあし

らったマークを使用することができます。クローバーの緑色が多いほど化学肥料や化学合

成農薬の使用削減が進んでいます。 

 

 

 

 

 

 

 

◇ 

 

 

 

 

 

硝酸性窒素の地下への浸透状況調査分析 

（熊本大学） 

環境に 

やさしい農業 
 

化学肥料・化学合

成農薬などを減ら

す環境にやさしい

技術を導入 

特別栽培 

農産物 
 

化学肥料由来窒素

及び化学合成農薬

を慣行栽培より

50%以上削減 

有作くん 

 

  
化学肥料由来窒素

及び化学合成農薬

を慣行栽培より 50%

以上削減し、県の認

証を受けたもの 

有作くん 100 
  
 

有作くんのうち、化

学肥料及び化学合

成農薬を栽培期間

中に不使用 

JAS法 

有機農産物 
  

作付の２年以上前

から化学肥料及び

化学合成農薬を不

使用 

エコ 

ファーマー 

  
化学肥料由来窒素

を 30%以上減ら

し、化学合成農薬

も削減 



 

29 

 

くまもとの農業 2017  

◇「えづけＳＴＯＰ！」を軸とした地域ぐるみの鳥獣被害対策の広がり 

 平成２３年度から、専門家の指導に基づき、正しい対策についての啓発普及や人材育成

に取り組むとともに、実践地域の育成を図ってきました。その中から、平成２７年度鳥獣

被害対策優良事例表彰で農林水産大臣賞を受賞した「あさぎり町松尾集落」など、県内の

モデルとなるような地域も誕生してきました。 

 平成２８年度からは、「野生鳥獣による農作物被害の原因は、農地や集落を使って無意識

のうちに鳥獣の『えづけ』をしてきたためであり、対策はその『えづけ』を止めること」

という「えづけＳＴＯＰ！」対策を強調して取り組んでいます。県内９市町１４地域での

実践を支援するとともに、ＪＡや農業共済組合などの農業団体職員を対象とした研修会を

初めて開催するなど、取組みは着実に広がりつつあります。 

    
   えづけＳＴＯＰ！研修会         柵の近くにエサや潜み場が無い 

                       えづけ防止柵の見本 

 

◇くまもとジビエ研究会の取組み～農林水産大臣賞を受賞～ 

 平成２４年１１月に、県内の処理加工施設や飲食 

店、行政機関等からなる「くまもとジビエ研究会」 

を設立し、県内の生産者と実需者との連携強化を図 

るとともに、消費拡大・販路開拓、流通体制の整備、 

衛生管理向上等に取り組んできました。 

 この結果、毎年恒例となった「くまもとジビエ料 

理フェア」の参加店舗数は、初年度の１５店舗から 

２８年度は３倍増の４７店舗となるなど、県内消費 

は着実に広がっており、食肉流通卸業者が参画する 

など流通体制も整備されつつあります。 

 このような取組みが評価され、平成２８年度鳥獣 

被害対策優良事例表彰において、県内から２年連続 

となる農林水産大臣賞を受賞しました。 

＜ホームページアドレス＞ 

 http://kumamoto-gibier.com/               研究会の研修風景 

 

○イノシシやシカなどの野生鳥獣による農作物被害を軽減するため、被害対策についての

正しい学習をし、地域住民が主体となって生息環境整備、被害防除、有害捕獲等の総

合的な対策に取組む「地域ぐるみの鳥獣被害対策」を推進しています。 

○有害捕獲等により捕獲したイノシシやシカの肉を、「くまもとジビエ」として有効活用

し、地域の特産化による地域活性化に取り組んでいます。 

「くまもとジビエ 

研究会」ロゴマーク 

http://kumamoto-gibier.com/


 
３－１  本 県 の 概 要 ・ 農 業 の 概 要 
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第３章 本県農業の姿 ～各種統計データから～ 

 

気温 9.9℃
日照時間 1,550.9時間
降水量 3,206.2mm

阿蘇山

気温 15.5℃
日照時間 1,826.7時間
降水量 2,390.0mm

人　吉

気温 18.0℃
日照時間 1,948.2時間
降水量 1,979.3mm

牛　深

気温 16.9℃
日照時間 2,001.6時間
降水量 1,985.8mm

熊　本

●

●

●

●

１ 熊本県の概要           ２ 熊本の気象 

7,409 km2

1,775 千人

うち男 836 千人

うち女 938 千人

707.7 千世帯

5兆5,999 億円

うち農業 1,682 億円

面積（H27)

人口（H28）

世帯数（H28)

県内総生産（H26)

 

 

３ 農業の概要 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 熊本県及び国の各種指標に占める農業の割合 

 

○ 熊本県は、世界最大級のカルデラを有する阿蘇や、美しい島々からなる天草に代表される素晴

らしい自然にあふれています。また、阿蘇山、九州山地に源を発する菊池川、球磨川などの一

級河川や豊富な地下水など、水資源にも恵まれています。 

○ 三方を山に囲まれているため、天草地方を除いて、全体的に内陸性気候であり、年平均気温は

熊本市で 17℃前後、阿蘇地方で 10℃前後となっています。また、年間降水量は平地で約

2,000mm、山地で約3,000mmとなっています。 

○ このような豊かな自然の恵みを背景に、米、野菜、果樹、畜産をはじめ、多彩な農産物が栽培

されています。これらの安全安心な熊本の農産物は、世界に誇れる私たちの大切な「宝」です。 

○ 農業生産の主要な担い手で

ある認定農業者数は全国第

3位、基幹的農業従事者数は

全国第4位です。 

○ 平成 27 年の農業産出額は

全国第 6 位、生産農業所得

は全国第６位です。 

○ 全国第１位が７品目[いぐ

さ、宿根カスミソウ、すいか、

トマト、不知火類(デコポ

ン)、なつみかん、葉たばこ]

があり、その他にも、トルコ

ギキョウ、なす、しょうが、

くりなど、全国的にも上位を

占める品目が数多くありま

す。 

 
（出典） 

農林水産省「2015 年農林業センサス」、「作物

統計」、「生産農業所得統計」、総務省「国勢調

査」、「労働調査」、内閣府「国民経済計算」、熊

本県統計調査課「県民経済計算報告書」 他 

 

※主要農畜作物の収穫量の欄の「・・・」は、主

要産地県のみ調査されている作物。順位は主

産地県中の順位。 

 

全国に占める熊本農業の地位 

順 位 割合（％）

(27年) 千戸 2,155.1 308.8 58.4 14 2.7

(28.3月末） 千人 246.0 48.2 11.1 3 4.5

(27年) 千人 1,753.8 291.2 65.2 4 3.7

(28年) 千ha 4,471.0 540.6 112.0 13 2.5

田 面 積 (28年) 千ha 2,432.0 314.4 67.7 13 2.8

畑 面 積 (28年) 千ha 2,039.0 226.2 44.2 9 2.2

樹 園 地 (28年) 千ha 287.1 58.1 14.8 6 5.2

牧 草 地 (28年) 千ha 603.4 14.5 6.8 4 1.1

(27年) 億円 87,979 17,541 3,348 6 3.8

(27年) 億円 32,892 5,842 1,177 6 3.6
対主産県比

97.8
宿根カスミソウ (26年) 千本 47,544 ･･･ 19,756 1 41.6

す い か (27年) 千ｔ 339.8 ･･･ 52.0 1 15.3

ト マ ト (27年) 千ｔ 727.0 196.0 126.0 1 17.3
不 知 火 類 ( デ コ ポ ン ) (26年) 千ｔ 52.6 ･･･ 19.6 1 37.2

な つ み か ん (26年) 千ｔ 38.5 ･･･ 9.3 1 24.1

葉たばこ（販売量） (27年) 千ｔ 18.7 7.7 2.8 1 15.1

く り (27年) 千ｔ 16.3 ･･･ 1.4 3 8.3

トルコギキョウ (27年) 千本 98,100 ･･･ 11,300 2 11.5

な す (27年) 千ｔ 308.9 51.2 31.7 2 10.3

し ょ う が (27年) 千ｔ 49.4 ･･･ 5.0 2 10.1

メ ロ ン (27年) 千ｔ 158.0 ･･･ 22.5 3 14.2

い ち ご (27年) 千ｔ 158.7 52.8 10.9 3 6.9

カ リ フ ラ ワ ー (27年) 千ｔ 22.1 ･･･ 2.0 4 9.0

乳用牛（飼養頭数） (28年) 千頭 1,345.0 110.2 43.4 4 3.2

うんしゅうみかん (27年) 千ｔ 777.8 232.1 74.8 4 9.6

肉用牛（飼養頭数） (28年) 千頭 2,479.0 883.7 125.2 4 5.1

千頭 20.5 ･･･ 14.3 1 69.8

ア ス パ ラ ガ ス (27年) 千ｔ 29.1 ･･･ 2.1 5 7.3

さ や え ん ど う (27年) 千ｔ 19.3 ･･･ 6.3 7 32.6

か ん し ょ (27年) 千ｔ 814.2 ･･･ 23.8 6 2.9

水 稲 (28年) 千ｔ 8,044.0 839.7 178.1 16 2.2

生 産 農 業 所 得

熊本県の全国に占める

農 家 戸 数

全 国

農 業 産 出 額

認 定 農 業 者 数

うち褐毛和種（あか牛）

熊 本 県

い ぐ さ (27年)

主

要

農

畜

産

物

の

収

穫

量

基 幹 的 農 業 従 事 者 数

1千ｔ 7.8 7.8

区 分 単位

耕 地 面 積

九 州

7.6

総生産に占める
農業の割合（H26）

世帯数に占める
農家の割合（H27)

県内就業者に占める
農業従事者の割合（H26)

面積に占める
耕地の割合(H27)

熊本県 3.0% 8.3% 9.0% 15.4%

全国 1.2% 4.0% 3.2% 11.9%
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３－２ 農 用 地 

 

 １．耕地面積 

  

 

 

 

 

２．基盤整備率 
   □田の整備面積と整備率 

     の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
   □畑の整備面積と整備率 

     の推移 

 

 

 

 

 

 

 

(資料)県農林水産部調べ 

 

○ 耕地面積は、住宅、その他の建物施設用地等への転用が進んでいることなどにより、緩やかな減

少が続いています。 

○ 田の区画整備済みの割合（整備率）は、平成 27年度末現在で65.3%であり、整備が進んでき

ています。一方、畑については、24.4%となっており、整備が遅れています。 

□熊本県の耕地面積の推移 □耕地かい廃面積の推移 

72.3 71.1 70.4 70.3 70.0 67.7

23.2 22.8 22.6 22.4 22.1 22.6

17.7 16.6 15.8 15.5 15.1 14.8

7.2 6.9 6.9 6.8 6.8 6.8

0

50

100

150

17年 22 25 26 27 28

(1000ha)

田 普通畑 樹園地 牧草地

111.9
120.4 117.4 114.0115.7 115.0

単位 7年 12 24 25 26 27 28

ha 8 775 442 0 0 1 1,387

工場用地 〃 81 35 25 26 108 61 57

道路・鉄道用地 〃 40 52 15 3 0 1 1

宅 地 等 〃 382 419 134 186 119 137 150

農林道等 〃 23 59 11 18 13 24 19

植林・その他 〃 902 991 355 440 633 646 614

小 計 〃 1,428 1,556 540 673 873 879 841

〃 36 29 0 0 0 0 717

〃 1,472 2,360 982 673 873 880 2,945

自然災害

人
為
か
い
廃

田畑転換

計

(資料)農林水産省「耕地及び作付面積統計」 

(注)各項目の数値は表示単位未満を四捨五入しているため合計は一致しない場合がある。 
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５．農用地区域面積の推移 

 
（資料）県農林水産部「確保すべき農用地等の面積の目標の達成状況に関する調査」 

（注）その他とは、混牧林地、農業用施設用地、山林原野が含まれる。 

各項目の数値は表示単位未満を四捨五入しているため、合計は一致しない場合がある。 

○耕地利用率は、田畑合計で96.１%と前年度より0.２ポイント低下しました。 

○農用地区域面積は、横ばい傾向にあります。 

 
３．作物別作付面積 

 

４．耕地利用率 

 

 

 

 

（資料)農林水産省「耕地及び作付面積統計」 

(注)各項目の数値は表示単位未満を四捨五入している 

ため、合計は一致しない場合がある。 

(資料)農林水産省「耕地及び作付面積統計」 

 

作物別作付面積の割合の推移 耕地利用率の推移 
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○耕作を目的とした農地の売買や利用権設定による貸借等の新たに発生した権利移動（農地集積）は、

平成23年度までは横ばいで推移していましたが、平成24年度から毎年300～400ha増加し、

平成27年度は2,933haとなりました。。 

 

６．農地集積の状況 

 

（資料）県農林水産部調べ 

  注）平成 26年度から、「貸借権設定（貸借）」と「所有権移転（売買）」に加え、「特定農作業受委託」面積を含めた。 

○ 農業経営基盤強化促進法による利用権設定について、借り手の状況を経営規模別にみ

ると、１ha以上の大規模な経営体が全体の８～９割を占めています。 

 

７．農業経営基盤強化促進法による利用権設定の状況 

 □農地の経営規模別賃借権設定面積 

665

1,403 1,415
1476.5

1213.5

829

569 549
630.4

548.5

145
91 96 94.8 106

52 77
140 130.4

270.4

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

H12 H23 H24 H25 H26

（ha）

（年）

3.0ha以上 1.0ha～3.0ha 0.5ha～1.0ha 0.5ha未満

 

 （資料）県農林水産部「農地権利移動・借賃等調査」 

8８ % 

総面積のうち 1.0ha
以上の経営体の占め
る割合 

９２% 9１% 

８２% 

9５% 
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○耕作放棄地の解消に向けて、県や国の解消事業、企業による農業参入及び自己再生など、

多様な取組が広がっており、平成 20 年度から２７年度までに 2,300ha の解消が図られ

ました。 

○ 土地持ち非農家の所有農地については増加傾向にありますが、県・国の施策による農地の

有効利用の取組みにより、販売農家等の耕作放棄地は、平成１７年以降減少しています。 

 

８．耕作放棄地面積及び解消面積の推移 

 

○耕作放棄地解消面積（累計）           ○耕作放棄地面積の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

９．用途別農地転用実績の推移 
 

単　位 H12 H22 H24 H25 H26

ha 132.1 86.1 93.1 92.0 71.3

〃 5.8 5.0 1.6 1.1 5.2

〃 0.8 1.5 4.0 0.8 4.4

〃 6.5 1.0 1.2 0.1 0.5

〃 26.0 10.6 1.7 1.8 2.0

〃 193.9 102.2 88.2 131.5 141.7

〃 68.8 33.4 28.0 25.7 20.5

〃 9.3 1.5 4.1 20.0 19.6

〃 443.2 236.5 222.1 273.0 265.2

その他の建物施設用地

植 林

そ の 他 ・ 不 明

合　　　　　　　　計

区　　　　　　　　分

住 宅 用 地

工 鉱 業 用 地

学 校 用 地

公 園 ・ 運 動 場 用 地

道 水 路 鉄 道 用 地

 
(資料）県農林水産部「農地権利移動・賃借等調査」 

(注） 各項目の数値は表示単位未満を四捨五入しているため、合計は一致しない場合がある。 

 

 

○農地転用については、平成 24 年度からは増加傾向に転じ、平成 26 年度は、前年度に比

べて約8ha減少し、約265haとなっています。 

（資料）県農林水産部調べ 

（資料）県農林水産部調べ 

（資料）農林業センサス （資料）県農林水産部調べ 
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１ 農家数  

（１）主副業別農家数 （２）経営耕地規模別農家数 

 

 

（資料）農林水産省「農林業センサス」、「農業構造動態調査」 （資料）農林水産省「農林業センサス」、「農業構造動態調査」 
   
   

 

２ 農業就業人口、基幹的農業従事者数の推移  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

133.4

122.0

106.3

87.1

71.9

98.0

88.7
82.0

73.0
65.2

0

50

100

150

7 12 17 22 27年

農業就業人口

基幹的農業従事者数

（千人）

 
（資料）農林水産省「農林業センサス」、「農業構造動態調査」 

○総農家数は全国的に減少しており、熊本県においても、平成27年は平成22年より8,455

戸減少し、58,414戸となりました。一方、経営規模別にみると、5ha以上の農家は増加

するなど、経営の大規模化は進んでいます。 

○ 農業就業人口は、後継者の減少や高齢化の進展によって減少傾向にあり、平成 27 年には

71,900人となっています。また、基幹的農業従事者数についても減少傾向にあり、平成

27年には65,209人となっています。 

31.2
23.9 21.5 20.0 19.9 16.3 13.8

15.7

13.9
13.0 12.6 10.4

9.3
6.7

23.6

25.4
25.2 25.9

24.0

20.9

19.5

15.8

16.6
16.3 16.3

19.9

20.4

18.3

86.3

79.6
76.0 74.8 74.2

66.9

58.4

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

7 12 15 16 17 22 27年

自給的農家

副業的農家
準主業農家

主業農家

（千戸）

準主業農家とは･･･ 

農業就業人口とは･･･ 

主業農家とは・・・ 

副業的農家とは･･･ 65歳未満の農業従事 60日以上の者が

いない農家（主業農家、準主業農家以

外の農家） 

調査期日前１年間に「農業にのみ従事

した世帯員」及び「農業と兼業の双方

に従事したが、農業の従事日数の方が

多い世帯員」 

農業所得が主（農家所得の 50%以上が

農業所得）で、65 歳未満の農業従事

60日以上の者がいる農家 
農外所得が主で､65歳未満の農業従事

60日以上の者がいる農家 

自給的農家とは･･･ 経営耕地面積が 30a 未満かつ調査期

日前１年間の農産物販売金額が 50 万

円未満の農家 

基幹的農業従事 

者数とは･･･ 

農業に主として従事した世帯員（農業

就業人口）のうち、調査期日前１年間

のふだんの主な状態が「農業に従事し

ていた者」 

15.8 16.6 19.9 20.4 18.3

34.2 30.4 25.0 21.5
17.7

30.7
26.9

23.4

19.5

16.9

4.4

4.3

4.2

3.6

3.5

1.2

1.5

1.7

1.8

2.0

86.3

79.6

74.2

66.9

58.4

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

7 12 17 22 27年

5.0ha以上

3.0ha～5.0ha

1.0ha～3.0ha

1.0ha未満

自給的農家

（千戸）

３－３ 農 業 の 担 い 手 
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○農地所有適格法人は、経営基盤の強化を図るなどの目的から取り組みが進み、増加傾向に

あります。特に、株式会社は、平成17年度末の６法人から平成27年度は180法人と

大幅に増加しています。 

○生産組織は、平成19年度の水田経営所得安定対策の導入に伴い、従来の受託組織が減少

し、地域営農組織が大幅に増加しましたが、近年は横ばいで推移しています。 

○認定農業者数は、平成 14 年度に 1 万経営体を超え、その後は、横ばい状態が続いてい

ます。 

なお、平成27年度末は、11,131経営体と全国第3位の認定数となっています。 

３ 農地所有適格法人の推移        ４ 生産組織数の推移 

 

 

                      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

５ 認定農業者数の推移 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

農地所有適格法人とは･･「農業経営を行うために所有権も含

めた農地の権利を取得できる 

           法人」のこと。株式会社（株式 

譲渡制限会社に限る）、合名会社、

合資会社、合同会社、農事組合法人

の５形態がある。 

生産組織とは・・・・・農作業受託や機械の共同利用など地

域の実情に即した生産活動を行う

組織のこと。 

認定農業者とは・・・・農業経営基盤強化促進法に基づき、

計画的に自らの農業経営の改善を

図っていこうとする農業者が、おお

むね５年後を見通した「農業経営改

善計画」を作成し、市町村の認定を

受けた者をいう。 

資料）県農林水産部調べ 

資料）農林水産省 H7～12「農地調整年報」 

H17～農林水産省「農地法の施行状況に関する調査」 
資料）県農林水産部調べ 

3,789

9,475

10,298

11,057 10,983 11,126 11,131
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100
131

280 

329

214
201

H22 H23 H24 H25 H27 H28

 

６ 新規就農者数の推移             ７ 新規雇用就農者数の推移 

 

 

 

 

８ 青年農業者数の推移            ９ 農業就業人口に占める 

                           45歳未満の割合（H2７） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

○新規就農者数は、平成２８年度は3０１人と、４年連続で300人台となりました。とりわ

け農外からの新規参入者が増加しています。 

○青年農業者数は、平成2８年度は４４４人となり、前年度より３７人減少しました。 

○ なお、青年就農給付金の対象年齢である４５歳未満（原則）の農業就業人口に占める割合

をみると11%で、全国や九州と比べて若手農家の割合が高くなっています。（平成 27年） 

（資料）県農林水産部、県農業会議「青年農業者実態補完調査」 
（注）青年農業者とは、１６歳から２５歳までの者で、 

年間１５０日以上農業に従事しているもの。 

（資料）県農林水産部調べ 

（資料）農林水産省「2015年農林業センサス」 

（資料）県農林水産部、県農業会議「青年農業者実態補完調査」 
（注）Ｕターン就農者及び新規参入者は、Ｈ７年度は 40歳以下、

Ｈ17年度以降は 64歳以下である 

9.2%

9.9%

11.3%

7.0%

8.0%

9.0%

10.0%

11.0%

12.0%

13.0%

14.0%
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45歳未満
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１０．企業の農業参入数（累計）の推移及び経営面積の推移 

 

○参入件数               ○経営面積 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

  

 

１１．家族経営協定数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

○企業参入について平成28年度末において、平成２１年度以降の8年間で158件の参入。

経営面積419.6ha、耕作放棄地解消面積111.2 haとなっています。 

○家族経営協定は、毎年増加傾向にあり平成27年度には3,703戸となっています。 

0
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419.6

(ha)

0

20

40

60

80

100

120

140

160

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

3 7 11 14 19 26 30 34
8

23
39

57

79

93
107

124

県内企業等

うち県外企業等

137

119

98

71

50

30

11

158

881

2,387

3,117

3,469 3,570
3,703

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

12年度 17 22 25 26 27

（戸）

資料）県農林水産部調べ 

注）データは年度末の数値 

（資料）県農林水産部調べ 

(件) 

（資料）県農林水産部調べ 

(ha) 
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熊本県の農業産出額の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(注)農業産出額は、平成 19年から推計方法が変更されたため、経年比較には注意が必要 

 

平成 27年農業産出額順位表 農業産出額に占める品目別割合（平成 27年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

野菜, 

1,273億円,

38%

畜産,

1,115億円, 

33%

米,

360億円,

11%

果実,

263億円, 

8%

花き類, 

106億円,3%

工芸農作物, 

96億円, 3%

その他, 

135億円, 4%

3,348
億円

 

平成 27年の品目別産出額（熊本県上位 10品目） 

 

 

 

 

 

 

(注)順位欄の（ ）は、前年に比べ変動のあった品目の前年順位 

○ 平成 2７年の農業産出額は 3,348 億円で、前年（3,283 億円）に比べ 65 億円（2.0%）増加

し、全国第６位となっています。 

○ 主な内訳は、野菜が1,273億円（構成比39%）、畜産が1,115億円（34%）、米が360億円

（11%）、果実が263億円（8%）、花き３％、工芸3％等となっています。 

2,984

3,046 3,053
3,004

3,071
3,113

3,245 3,250 3,283
3,348

386
430 443

434
351

409 450 403 353 360

975
1,017 1,001 1,003

1,113 1,065
1,176 1,172

1,191

1,273

343 302 303 294 323 321 333 334
311 263

873 907 920 907
935 956 949 996

1,070
1,155

0 

200 

400 

600 

800 

1,000 

1,200 

1,400 

2,800 

3,000 

3,200 

3,400 

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27

部門別産出額

(億円）
総額
（億円）

合計 米 野菜 果実 畜産

0

全国
シェア

1 北海道 13%
2 茨　城 5%
3 鹿児島 5%
4 千　葉 5%
5 宮　崎 4%
6 熊　本 4%
7 愛　知 3%
8 青　森 3%
9 栃　木 3%
10 新　潟 3%
合計 全　国 -

順位 都道府県
産出額
（億円）
11,852
4,549
4,435
4,405
3,424
3,348
3,068
3,063
2,723
2,550
87,979

※産出額公表時に作成した表を活用。

順 位 品 目 名 産 出 額
農業産出額に
占める割合

順 位 品 目 名 産 出 額
農業産出額に
占める割合

億円 ％ 億円 ％

1 　トマト  466 14 6 　みかん  121 4 

2(3) 　肉用牛  376 11 7(8) 　いちご  109 3 

3(2) 　米  360 11 8(7) 　すいか  107 3 

4 　生乳  260 8 9(10) 　なす  103 3 

5 　豚  209 6 10(9) 　メロン  101 3 



３－５  農 業 所 得 
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生産農業所得の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
(資料)農林水産省「生産農業所得統計」 

(注)パーセンテージは生産農業所得率（生産農業所得/農業産出額） 

 生産農業所得の全国順位(Ｈ27) 

○生産農業所得とは… 

農業産出額から物的経費（減価償却費及び間接税を含む）を控除し、経常補助金等を加算した額のこと。 

なお、生産農業所得統計では、物的経費の積み上げによって算出するのが困難なため、便宜上、農業総産出額（農業産出
額）に所得率を乗じて推計している。     

       （農業粗収益－経常補助金等－物的経費） 

※生産農業所得＝農業総産出額×所得率＋経常補助金等   ※所得率＝ 

農業粗収益 

農家所得の推移  

 

 

 

 

 

 
(資料)農林水産省「農業経営統計調査（営農類型別統計）」（H18～） 

 

○ 平成27年の生産農業所得は 1,177億円で、前年より0.8％減少し、全国6位、九州2位です。 

○ 平成 27年の販売農家1戸あたりの農業所得は、前年と比べて 1.3％減少し、224万円となり

ました。また、農外所得は前年と比べて 38.7％増加し、154万円となりました。 

○ 平成27年の主業農家１戸あたりの農業所得は、前年と比べて 2.89％減少し、639万円となっ

ており、主業農家は販売農家の約3倍（285％）の農業所得を確保しています。 

農家所得の推移（販売農家） 農家所得の推移（主業農家） 

※本県の販売農家戸数 40,103戸(H27） ※本県の主業農家戸数 13,836戸（H27） 

生産農業
所得

所得
率

（億円） （％）

1 北　海　道 4,840 41

2 千葉 1,691 38

3 茨城 1,361 35

4 鹿児島 1,367 31

5 青森 1,338 44

6 熊本 1,177 35

7 栃木 1,060 39

8 山形 1,018 45

9 愛知 993 32

10 新潟 966 41

順位 都道府県

※産出額公表時に作成したグラフを活

用。



  ３－６  農 業 農 村 の 役 割 

41 

 

くまもとの農業 2017 

 

○農業から生産される食料は私たちの生活にとって身近なものであり、生命と健康の源です。 

○農業・農村は、食料供給のほか、国土・水資源・環境・文化・教育など、現代社会の様々

な課題の解決に貢献する多面的な機能や役割を持っています。 

１ 安定的な食料供給 

我が国の食料自給率（カロリーベース）について、昭和４０年は７３％でしたが、平成

１０年には４０％まで低下し、その後は横ばいで推移しています。 

本県の総合食料自給率は、平成 26 年（概算）はカロリーベースで 59％、生産額ベー

スで154％となっています。また、主要品目の自給率は全国に比べて高く、本県は食料供

給県となっています。 

食料自給率の推移（全国） 

 

（資料）農林水産省「食料需給表」 

 

熊本県の食料自給率の推移 

 

（資料）農林水産省「生産農業所得統計」、「作物統計」、「食料需給表」、総務省「国勢調査」 

（注）総合食料自給率(カロリー・生産額)は国公表値（平成 10年から公表） 

      品目別自給率(重量ベース)は県算出（国内品目別自給率×県内生産量（額）割合÷県人口割合） 

      ・牛乳は飲用向けとし、国内自給率を 100%として計算 

・米・麦・大豆は生産量で試算。その他品目は農業産出額により試算した。 

区　分 単位 7年 12 17 22 23 24 25 26(概算)

カロリーベース
総合食料自給率

％ － 61 58 61 61 58 59 59

生 産 額 ベ ー ス
総合食料自給率

〃 － 154 152 155 152 159 154 154

米 〃 179 156 148 163 158 152 152 154

小 麦 〃 11 16 20 10 15 14 15 20

大 豆 〃 6 10 6 9 10 9 8 8

野 菜 〃 275 276 264 283 278 296 290 301

果 実 〃 145 137 133 115 116 120 124 116

牛 乳 〃 224 238 257 244 253 253 252 255

牛 肉 〃 141 131 191 179 170 182 182 159

豚 肉 〃 146 143 118 116 117 116 127 128

鶏 卵 〃 143 139 112 106 114 120 125 118
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２ 多面的機能の発揮 

農業・農村は、洪水の防止や水資源のかん養、自然環境の保全、さらには美しい景観の形成など、

様々な機能（農業・農村の多面的機能）を有しており、国土を保全し、生命と財産、豊かな暮らし

を守る重要な役割を担っています。 

農業・農村の多面的機能のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

農業・農村の多面的機能の評価（試算）（単位：億円／年間） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

※「保健休養・やすらぎ」については、全国の評価額を耕地面積比で按分。 

 全国欄は、日本学術会議が行った農業の多面的機能の評価 

 

白川中流域の水田地帯における湛水（地下水かん養）の状況 

地域社会の形成・維持 

○保養・教育・医療・福祉への効果 

 農業や農村空間は、人々に憩いの場、レクリェ－ションの場を提供しています。また、食料生産

の場であるとともに、それをとりまく自然の大切さなどを学ぶ、体験学習の場としての役割や、医

療や福祉的ケアを必要とする方々への良好な効果をもたらす機能も有しています。 

  

棚田のあかり（水俣市） 都市と農村の交流（人吉市） 

 

 

 

0.2%4123有機性廃棄物処理

0.1%287気候緩和

82,226

23,758

4,782

3,318

537

14,633

34,988

全国

0.4%9地下水かん養

12.7％309河川流況安定

52.6%1,277洪水防止

3.2%78土壌浸食防止

5.5%134土砂崩壊防止

25.3%613保健休養・やすらぎ※

2,426合計

構成比熊本県機能

0.2%4123有機性廃棄物処理

0.1%287気候緩和

82,226

23,758

4,782

3,318

537

14,633

34,988

全国

0.4%9地下水かん養

12.7％309河川流況安定

52.6%1,277洪水防止

3.2%78土壌浸食防止

5.5%134土砂崩壊防止

25.3%613保健休養・やすらぎ※

2,426合計

構成比熊本県機能
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トマト

466 

35.1%

いちご

109 

8.2%
すいか

107 

8.1%

なす

103 

7.8%

メロン

101 

7.6%
かんしょ

37 

2.8%

キャベツ

36 

2.7%

きゅうり

35 

2.6%

レタス

25 

1.9%

アスパラガス

24 

1.8%
その他野菜

285 

21.5%

産出額

1,328億円

  

56.9 
52.8 

43.9 
45.2 46.8 47.9 

46.0 
18.2

16.9

13.4 13.4 13.7 13.1 13.1 

0

5

10

15

20

25

0
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20
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40

50

60

70

Ｈ7 12 22 23 25 26 27年産

作
付
面
積

収
穫
量

（万ｔ）

収穫量 作付面積
（千ｈａ）

 

 

 

 

トマト

37.3%

キャベツ

12.0%
なす

10.3%

ミニトマト

10.3%

はくさい

6.2%

だいこん

5.5%

にんじん

5.5%

きゅうり

4.1%

その他

8.9%

出荷量
292千トン

  

68.6 
75.5 

98.9 

109.6 
118.7 

125.7 126.0 

10.6 14.1 12.9 12.8 11.9 11.6 10.9 

932 

1,050 
1,150 1,140 1,140 

1,210 
1,250 

368 422 
379 363 338 330 324 

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

0

50

100

150

Ｈ7 12 22 23 25 26 27年産

作
付
面
積

収
穫
量

トマト収穫量 いちご収穫量

トマト作付面積 いちご作付面積 （ｈａ）（千ｔ）

 
 

 

九州

43.8%

四国

1.0%

中国

6.4%

近畿

15.4%

東海

5.8%

北陸

0.7%

関東

24.1%

東北

1.5%

北海道

1.2%

出荷量

292千トン

   

○ 本県の野菜は、平坦地域の施設野菜や夏の冷涼な気候を生かした高冷地野菜、海岸島しょ地域の

温暖な気候を生かした露地野菜など多様な気象条件を生かした生産が行われています。 

○ トマト、いちご、すいか、なす、メロン等の施設野菜は全国的にも有数の産地となっています。 

【平成2７年農業産出額のうち、野菜1,３２８億円（内訳：野菜1,２７３億円、いも類５５億円） 

(構成比3９.７%)】 

野菜産出額（Ｈ２７年） 

 

トマト、いちご生産の推移 

（資料）農林水産省「生産農業所得統計」 

（注）産出額は野菜といもの計。数値は品目ごとの産出額（単位：億円） 

（資料）農林水産省｢野菜生産出荷統計｣ 

｢作物統計(かんしょ)｣農林水産部調べ 

野菜生産の推移 

野菜の品目別出荷量（Ｈ２７年） 

（資料）農林水産省「青果物産地別卸売統計」 

（注）出荷量は主要野菜１５品目 
（資料）農林水産省｢野菜生産出荷統計｣ 

野菜の地域別出荷量（Ｈ２７年） 

（資料）農林水産省「青果物産地別卸売統計」 

（注）出荷量は主要野菜１５品目 

県育成いちご「ゆうべに」 
大玉で、甘さと酸味のバランスの良いのが特徴です。 

販売価格の高い年内の収量性に優れています。 

平成２８年度は、約４５haで栽培されています。 
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H27年 畜産 産出額 

  
第１１回熊本県畜産まつりの開催 

○乳用牛の飼養頭数及び飼養戸数 ○肉用牛の飼養頭数及び飼養戸数 

○肉用繁殖めす牛の飼養頭数（品種別、18か月以上）  

 放牧風景（阿蘇） 

 

肉用牛,

376,

34%

乳用牛,

300,

27%

豚,

209,

19%

鶏,

196,

17%

その他,

35,

3%

産出額
1,115億円

19,836 
14,067 

10,467 8,360 7,485 6,415 6,714 6,656 6,894 

7,163 

12,526 18,174 
27,405 27,551 

26,561 26,341 26,536 27,327 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

H7年度 12 17 21 22 24 25 26 27

褐毛和種 黒毛和種

(頭)

33,192

26,999 26,593
28,641

35,765 35,036
32,976 33,055

34,221

○ 本県の畜産は、恵まれた自然環境、草地資源等を生かし、肉用牛・乳用牛等の大家畜経営はもと

より、養豚経営も多く、平成 2７年の熊本県農業産出額に占める畜産の割合は、３３.３%（１，

１１５億円）となっています。飼養頭数については、乳用牛は全国４位、肉用牛は同４位の地位

を占めており、県内では菊池、阿蘇、球磨等を中心に主産地が形成されています。 

【平成2７年農業産出額 畜産：１，１１５億円(構成比3３.３%)】 

資料）農林水産省「畜産統計」 

資料）農林水産省「畜産統計」 

飼養頭数   飼養戸数 ◆ 
 

飼養頭数   飼養戸数 ◆ 
 

資料）農林水産省「畜産統計」 

資料）熊本県畜産統計 
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142

135 130 125 125
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○豚の飼養戸数及び飼養頭数  

 

 

ヒゴサカエ３０２母豚および子豚 

※ヒゴサカエ３０２：ブランド豚肉『ひごさかえ肥皇』
の基礎豚 

○ブロイラーの飼養戸数及び飼養羽数  

 

 

原種・天草大王（雌と雄） 

 

 

○採卵鶏の飼養戸数及び飼養羽数 

 

 

281 288 296 288 290 
309 304 

282 

590 400 

326 

250 247 245 241 
209 

0
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0
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200
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350

H7年 12 17 23 24 25 26 28

飼養頭数 飼養戸数（千頭） （戸）

3,017
2,763

3,121 3,214 3,272
3,538 3,541

3,202

107

89
82

75
88

78 75 70

0
20
40
60
80
100
120
140
160

0

1,000

2,000

3,000

4,000

H7年 12 17 20 21 25 26 28

飼養羽数 飼養戸数(千羽) (戸)

 

3,010
2,680

2,438

1,900
2,203 2,072 2,005 

1,609 
150 

110 
94 

65 62 61 59 53 

0

50

100

150

200

0

1,000

2,000

3,000

H7年 12 17 23 24 25 26 28

飼養羽数 飼養戸数(千羽) (戸)

資料）農林水産省「畜産統計」 

  注）平成 22年、27年統計調査は実施されていない 

飼養頭数   飼養戸数 ◆ 
 

資料）農林水産省「畜産統計」 

注）平成 22～24、27年の統計調査は実施されていない 

資料）農林水産省「畜産統計」 

注）平成 22、27年の統計調査は実施されていない 
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273.5 
227.5 

204.1 
202.2 

192.8 
187.5 

178.0 178.1 

52.4 

44.0 
42.6 39.5 38.4 37.5 35.6 33.8 

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

0.0

50.0

100.0

150.0

200.0

250.0

300.0

H7 12 17 22 25 26 27 28

（千ha）（千ｔ） 収穫量

作付面積

(年産)

40

246

654
766 867

1,296 1,326

1

100

109
120

249

164
185

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

H20 21 22 25 26 27 28

ha

年産
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72%

九州・

沖縄

18%

関西

5%

関東

2%
その他

3%

ヒノヒカリ,

49.4％
コシヒ

カリ

10.5％
森のく

まさん

13.9％

あきまさり

3.3％
あきげしき

3.5％

くまさん

の力

2.6％

キヌヒカリ

2.6％

その他

うるち

5.3％
もち

8.8% 

作付面積
33,800ha
うるち
30,821

ha

水稲の収穫量、作付面積（H28年）          品種別水稲作付面積（H28年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

米粉用米・飼料用米作付面積（H28年）     

 

 

 

                           県産米（うるち米）の出荷先別割合（H27年） 

 

 

 

 

 

 

県産米集荷状況（H27年）            

 

 

 

 

 

 

 

○ 本県は、西日本最大級の米生産県であり、多様な気象条件を生かした良質米栽培が行われていま

す。２８年産水稲は、熊本地震の影響により作付面積が大きく減少しています。主な品種は、「ヒ

ノヒカリ」、「森のくまさん」、「コシヒカリ」の 3品種で、作付面積の約7４%を占めています。 

○ 耐暑性新品種「くまさんの力」は、平坦部を中心に普及しており、1等比率の向上など品質改善

に効果を発揮しています。 

○ 米粉用米・飼料用米については、水田フル活用に向け、主食用米等から転換され、2８年産は前

年に比べ作付がやや増加しています。 

○ 2７年産県産米の主な出荷先は、県内が７２%と最も多く、次いで九州、関西へ多く出荷してい

ます。 【平成2７年農業産出額 米：３６０億円（構成比１０．８％）】 

資料）農林水産省「新規需要米の取組計画認定状況」 

 

農協直売, 

11%

経済連委

託, 22%

主食集荷

組合, 1%

農家自家

消費等, 

67%

農協集荷 33%

水稲生産量
１７８，０００ｔ

資料）県農産園芸課調べ 

資料）県農産園芸課調べ 

資料）県農産園芸課調べ 

資料）農林水産省「作物統計」 
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果樹産出額（Ｈ２７年） 果樹の栽培面積と生産量の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
(資料)農林水産省「生産農業所得統計」 

(注)数値は品目ごとの産出額(単位：億円) 
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温州みかん面積 その他かんきつ面積 落葉果樹面積

温州みかん生産量 その他かんきつ生産量 落葉果樹生産量

 

 

 

 県育成温州みかん・不知火類の栽培面積と生産量の推移 
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1,126 1,143 

1,043 
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1,273 1,274 

1,273 
1,227 

1,155 

53 
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0
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1,000
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H7 12 17 22 25 26 27

（ｔ）（ha）

県育成温州みかん面積 不知火類面積

県育成温州みかん生産量 不知火類生産量

 

＜温州みかん＞ 

 信頼ある産地づくりに向けて、毎年安定した生

産・出荷量の確保やシートマルチ栽培による高品質

生産に取り組んでいます。 

 

 

 

＜不知火
し ら ぬ ひ

類（デコポン）＞ 

 本県は、全国一の産地です。県が育成し

た「肥の豊」の導入や 12 月～6 月までの長

期安定出荷に取り組んでいます。 

＜なし「秋
しゅう

麗
れい

」＞ 

 ８月中・下旬に収穫される「秋麗」は、

西洋なしのような外観と際立つ甘さが特

徴で、全国に先駆けてブランド化に取り組

んでいます。 

＜基盤整備の推進＞ 

かんきつ園では、作業道の整備やスピードス

プレーヤーなどの省力化機械の導入による、農

作業の省力化を進めています。 

 

○ 本県の果樹は、主に海岸地域においては、温州みかん、不知火類（デコポン）、甘夏等の常緑果

樹が栽培され、中山間地域では、くり、なし、かき、ぶどう、もも等の落葉果樹が栽培されてい

ます。【平成2７年農業産出額 果実：２６３億円(構成比 7.8%)】 

（資料）熊本県果樹振興実績書 

（資料）熊本県果樹振興実績書 
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花き産出額（Ｈ２７年） 

カスミソウ, 

17.3 , 16%

キク, 16.5 , 

15%

トルコギキョウ, 

13.6 , 13%

ユリ, 4.6 , 4%花き苗類, 

18.9 , 18%

切り枝, 3.0 , 

3%

バラ, 2.2 , 2%

カーネーション, 

2.0 , 2%

スターチス, 

0.7 , 1%

その他切花, 

3.8 , 4%

鉢物類計, 

13.1 , 12%

球根養成,

0.0 , 0%

その他花き類, 

10.3 , 10%

※数値は各品目毎の産出額（単位：億円）

産出額
106億円

 

 

主要品目での取組 

 

＜宿根カスミソウ＞  出荷量 全国１位 

 10月～6月までの長期安定出荷と需要期（年末、母

の日など）に向けた計画出荷に取り組んでいます。 

 

花き作付面積の推移 

594 590 
446 440 420 416 406

21 27 

26 26 25 25
23

8 17 

22 16 14 15
15

13 15 

2
1 1 0 0

360 
257 

280 263 262 251 243
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（年）

切花類 鉢物類 花壇用苗物 球根養成 芝・地被類

996
906

776
746

707722687

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜トルコギキョウ＞  出荷量 全国２位 

  日持ちの良いトルコギキョウの周年供給に取り組

んでいます。 

 

花き主要品目の作付面積と出荷量 

作付面積

出荷量

96
106 98 92 83 81
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34
42 40 40

43

18,001
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20,935
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19,756

19,865
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20,000

25,000

0
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（千本）（ha）

宿根カスミソウ面積 トルコギキョウ面積

宿根カスミソウ出荷量 トルコギキョウ出荷量

 

 

＜湿地性カラー＞  出荷量 全国２位 

  県オリジナル品種「ホワイトトーチ」「ホワイトスワン」

の産地化に取り組んでいます。 

 

○ 本県の花きは天草など冬期温暖な海岸地域から熊本、菊池、鹿本、八代等の平坦地域や阿蘇等の

夏期冷涼な高原地域まで多岐にわたる立地条件を生かして、宿根カスミソウ、トルコギキョウ、

カラー、キク、バラ、リンドウ、洋ラン鉢物等の産地化が図られています。 

【平成２７年農業産出額 花き：106億円（構成比 3.1％）】 

（資料）産出額合計；農林水産省「生産農業所得統計」 

    品目別産出額；県農林水産部「花き生産実績」 

（資料）県農林水産部「花き生産実績」 

（資料）県農林水産部「花き生産実績」 
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○ 本県のいぐさは、全国生産量の９割以上を占め、特に八代地域農業の重要な作物となっています。
住宅の洋風化や景気低迷による畳表の国内需要の減少や中国産畳表の輸入の影響を受けて、作付
面積は減少傾向にあります。 

○ 県では、県産畳表のブランド化を図るため、優良品種（「ひのみどり」「夕凪」「ひのはるか」「涼
風」）の生産拡大と統一産地表示「くまもと畳表」の取り組みを支援しています。 

【平成2７年農業産出額 工芸作物：9６億円（構成比２.９％）、うち、いぐさ：２5億円】 

○ 本県の茶は、中山間地域を中心に県下各地で栽培され、煎茶、むし製玉緑茶、釜炒り茶の３茶種
が生産されています。生産量は１，１４０ｔで全国第 9 位ですが、玉緑茶に限れば全国第１位の
生産量（Ｈ２７年）となっています。ここ数年は栽培面積、生産量とも減少傾向にあります。 
【茶（生葉）：８億円】 

○ 本県の葉たばこは、平坦地域から中山間地域まで県内各地で栽培されており、栽培面積、生産量
及び販売代金は全国1位（Ｈ２７年）となっています。近年は喫煙者が減少しているため、栽培
面積は減少傾向にあります。 【葉たばこ：６1億円】 

6.1 6.1 5.1 3.6 2.8 3.0 3.2 2.8 
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いぐさの生産状況  

  

 

（資料）農林水産省「工芸農作物統計」 畳表に装着されたＱＲコード付きタグ 

茶の生産状況  

1.82 1.94 1.91 1.38 1.49 1.30 1.30 1.14 

1.94 

1.76 1.66 

1.61 1.58 1.57 1.50 1.42 

0
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1
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作付面積

（千ha）（千ｔ）

 
（資料）農林水産省「工芸農作物統計」 大規模集団茶園 

 

葉たばこの生産状況  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＡＰ－１（高架型作業機）による収穫作業 （資料）日本たばこ産業(株)「葉たばこ生産統計表」 
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大豆生産の推移 大豆の作付品種 

  

 

○ 本県の麦の作付面積は、平成2８年産は前年に比べ小麦・大麦ともやや増加しましたが、収穫量

は、生育初期の日照不足等の影響により、前年より減収となりました。 

○ 本県の大豆は、熊本地震の被害を受けたほ場での水稲から大豆への作付転換により、平成２８年

産は前年度に比べ作付が増加しました。収穫量は、前年より大幅に増加しましたが、収穫期の降

雨の影響等により単収は平年よりも低くなりました。 

【平成２７年農業産出額 麦類：６億円（構成比0.2％）、大豆：５億円（同0.１％）】 

 

小麦・大麦生産の推移 

 

 

小麦・大麦の作付品種 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（千 ha） 

はるしずく 

ﾐﾅﾐﾉｶｵﾘ ﾁｸｺﾞｲｽﾞﾐ ｼﾛｶﾞﾈｺﾑｷﾞ

しろがね

こむぎ 
ﾆｼﾉｶｵﾘ 

(資料)農林水産統計 

（資料）県農産園芸課調べ（H27年産） 

（資料）県農産園芸課調べ（H28年産） 

（千 ha） 

ﾆｼﾉﾎｼ 

（千ﾄﾝ） 

（千 ha） 

はるしずく 

ﾐﾅﾐﾉｶｵﾘ ﾁｸｺﾞｲｽﾞﾐ ｼﾛｶﾞﾈｺﾑｷﾞ

しろがね

こむぎ 
ﾆｼﾉｶｵﾘ 

（年産） 

収穫量 

作付面積 

（資料）県農産園芸課調べ（H28年産） 

（資料）農林水産統計 

（千トン） （千 ha） 

（年産） 

作付面積 収穫量 

（千 ha） 

フクユタカ すずおとめ 

その他 
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３－８ 熊 本 県 農 畜 産 物 出 荷 時 期 一 覧 表  
種類 品名 主な生産地域 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

すいか 熊本・鹿本・上益城・菊池

メロン
アールスメロン 鹿本・宇城・熊本・八代

アンデスメロン 宇城・球磨・菊池・熊本

クインシーメロン 宇城・八代・熊本

肥後グリーンメロン 八代・宇城

トマト 八代・玉名・宇城・熊本

阿蘇・上益城

いちご 玉名・八代・鹿本・阿蘇

なす 熊本・宇城・玉名

球磨・鹿本・玉名

れんこん 宇城・熊本・八代

さといも 阿蘇・上益城

ピーマン 上益城・阿蘇

ごぼう 菊池

さやいんげん 天草・球磨・上益城

キャベツ 八代・熊本

阿蘇・上益城

にんじん 菊池・鹿本

だいこん 菊池

阿蘇

レタス 天草・八代

きゅうり 宇城・熊本

球磨・阿蘇・熊本・菊池・上益城

ほうれんそう 阿蘇

たまねぎ 熊本・芦北・天草

しょうが 宇城・八代

かんしょ 菊池・上益城・阿蘇

かんきつ類
温州みかん 玉名・熊本・宇城

不知火類（デコポン） 宇城・芦北・天草

甘夏 芦北・宇城・天草

ポンカン 天草・宇城

清見 天草・宇城・芦北

河内晩柑（ジューシーオレンジ） 天草

ネーブル 宇城

大橘（パール柑） 宇城・天草

晩白柚 八代

ハウスミカン 鹿本・玉名
なし
幸水 球磨・八代・玉名・熊本

豊水 球磨・玉名・熊本・八代

新高 玉名・八代

くり
筑波・銀寄・など 球磨・上益城・鹿本・菊池・玉名

ぶどう
巨峰 宇城・鹿本・菊池

桃 球磨・玉名・熊本・鹿本・宇城

かき 宇城・上益城・菊池・鹿本

びわ 天草

ブルーベリー 上益城

キク 鹿本・上益城・熊本・球磨

宿根カスミソウ 菊池・天草・宇城

トルコギキョウ 阿蘇・菊池・球磨・八代・天草

バラ 熊本・阿蘇・玉名・八代

カーネーション 熊本・阿蘇・上益城・菊池

カラー 熊本・八代

スターチス類 天草・菊池・八代・阿蘇

畳表（いぐさ） 八代・宇城・球磨

茶 球磨・菊池・上益城・八代・鹿本

県下全域
畜
産

牛乳・牛肉・豚肉・鶏肉・鶏卵

野
菜
類

果
実
類

花
き
類

特
産

 

くまもとの農業 2017 
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１ 農協の現状（Ｈ2９.４.1現在）  ２ 熊本県の農協の活動状況（Ｈ２７年度） 

 

 

 

項  目 単 位 本 県 

１県当たりの 

全国平均 

(Ｈ２6年度) 

組合数 組合 14  15  

組合員数 人 162,505  218,460  

１組合当たりの組合員数 人 11,608  14,838  

営農指導員数 人 401  294  

営農指導員１人当たりの 

正組合員数 
人 232  325  

販売品販売・取扱高 百万円 155,717  92,046  

購買品供給・取扱高 百万円 97,684  58,534  

信用事業総利益 百万円 8,538  16,613  

共済事業総利益 百万円 9,356  9,902  

（資料）全国：農林水産省「平成２６年度総合農協統計表」 

本県：熊 本 県「平成２７事業年度熊本の農協」 
 

３ 熊本県農協系統組織図（Ｈ2９.４.1現在） 

 

単協
（県所管）

県連合会
（国所管）

全国連合会
（国所管）

県中央会 全中
農協の指導・監査・
連絡調整

県経済連 全農
経済事業
（購買・販売等）

農林中金
信用事業
（融資等）

全共連
共済事業
（生命保険・損害保険等）

県厚生連 全厚連
厚生事業
（医療等）

各種県専門連

県畜連

県酪連

県果実連
*県区域を越える

 県畜産農協を含む

総合農協
（１４ＪＡ）

組合員

各種の専門
農協（２６）*

 

○ 農家数の減少や輸入農作物の増加等、農業・農村を取り巻く状況が大きく変化する中で、農協は

様々な農家・組合員のニーズに応えるため、営農事業をはじめとする各種事業の充実を図り、地

域農業の活性化に取り組んでいます。 

・ 太線は「熊本県１１ＪＡ構想」区域
・ は広域合併区域
・ は未合併農協区域

ＪＡ熊本市

ＪＡ熊本うき

ＪＡたまな

ＪＡかみましき

ＪＡやつしろ

ＪＡあしきた

ＪＡくま
ＪＡあまくさ

ＪＡ阿蘇

ＪＡ菊池

ＪＡ鹿本

ＪＡ本渡五和

ＪＡれいほく

ＪＡ大浜

旧蘇陽町

旧富合町・城南町

旧植木町
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１ 農業災害補償制度の概要 

（１）制度の仕組み （２）農業共済事業の種類及び共済目的 

農 家

農業共済組合

国

共
済
関
係

保
険
関
係

掛
金

共
済
金

保
険
金

保
険
料

事
務
費
負
担
・
補
助

共
済
掛
金
一
部
負
担

賦
課
金

 

 

事 業 の 種 類 共済目的（制度の対象作物等） 

農 作 物 共 済 水稲、陸稲、麦 

家 畜 共 済 牛、馬、豚 

果 樹 共 済 
温州みかん、夏みかん、指定か

んきつ、くり、なし 

畑 作 物 共 済 大豆、種ばれいしょ、蚕繭 

園芸施設共済 
特定園芸施設、附帯施設、施設

内農作物 

任 意 共 済 建物、農機具 
 

 

２ 熊本県農業共済組合の概要（H2９.４.1現在） 

（１）組合運営の機構図 （２）組合の概要 

 

組合員

総代会

理事会

本所・支所

共済部長監事会

損害評価会  

 

 

 

 

役員数 理事 21人、監事 4人 

組合員数 55,619人  

総代数 297人  

共済部長数(H29.4.1) 4,846人  

職員数 245人  

共済金額(H28) 7,296億円  

支払共済金(H28) 35.7億円  

【本所】熊本市南区城南町舞原 451番地 6 

【支所(10)】 

  熊本市、宇城、玉名、鹿本、菊池、阿蘇 

  上益城、八代・芦北、球磨、天草 
 

 

○ 農業災害補償制度は、農業災害補償法に基づき、国の農業災害対策として実施される公的保険制

度です。 

○ 農業共済組合は、組合員（農家）と国が負担した掛金を共同準備財産として積み立て、災害が発

生した場合に、被災農家に共済金を支払い農業経営の安定化を図っています。 

○ 熊本県農業共済組合は、１県１組合の特定組合として農業共済事業の運営を行っています。 
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（貸付利率は H29.4.19現在） 

 
※認定就農者 新たに就農しようとする者で、就農計画認定申請書を作成し県の認定を受けた者。 
※認定農業者 農業経営改善計画を作成し、市町村の認定を受けた農業者。 
※集落営農組織 農業者が主たる構成員となっている法人格を有しない農業を営む任意団体。 
※エコファーマー等 持続性の高い農業生産方式の導入の促進に関する法律に定める導入計画の認定を受け

た者の他、農商工等連携促進法第 4条第 2項第 2号イに掲げる措置を行う認定中小企業者、米穀新用途利
用促進法第 4条第 2項第 3号の農業改良支援措置を行う認定製造事業者、六次産業化法第 5条第 4項第 1
号に掲げる措置を行う促進事業者。 

※日本政策金融公庫資金については、委託金融機関による貸付けもあり。 

種別 資金名 内容 対象者 貸付限度額 償還期限 貸付利率 貸付主体

経営体育成強化資金
農地の取得
農業施設・機械の改良・取得
家畜・果樹の導入等

農業を営む者
個人1億5,000万円
法人5億円

25年以内 0.30% 日本政策金融公庫

農業改良資金
新部門の開始・新技術の導入等
に必要な農業施設・機械の取
得、家畜・果樹の導入等

エコファーマー等
個人5,000万円

法人1億5,000万円
10年以内 無利子 日本政策金融公庫

農業経営基盤強化資金
（スーパーＬ資金）

農地の取得
農業施設・機械の改良・取得
家畜・果樹の導入等

認定農業者
個人3億円

法人10億円
25年以内 0.16～0.30% 日本政策金融公庫

経営体育成強化資金
農地の取得
農業施設・機械の改良・取得
家畜・果樹の導入等

農業を営む者
個人1億5,000万円
法人5億円
（負債整理との合計額）

25年以内 0.30% 日本政策金融公庫

農業近代化資金
規模拡大、合理化等の経営改善
のための長期資金

認定農業者
認定就農者
集落営農組織
農業参入法人等

個人1,800万円
法人2億円
集落営農組織2億円
農業参入法人1億5,000万円

15年以内 0.16～0.30%

農協
銀行

信用金庫
信用組合

農林中央金庫

農業経営改善促進資金
（スーパーＳ資金）

経営改善のための短期資金 認定農業者
個人500万円
法人2,000万円

1年以内
（極度方式）

1.50% 農協、銀行等

農業経営負担軽減支援資金
制度資金以外の営農負債の借
換え

農業者 営農負債残高
10年以内

（特認15年）
0.30%

農協
銀行

信用金庫

大家畜・養豚特別支援資金
営農負債の借換え
①経営改善資金
②経営継承資金

大家畜・養豚経
営者

経営改善計画の達成に必要
な額

大家畜
15年以内

養豚
 7年以内

0.08% 農協

畜産経営体質強化支援資金 
新しい経営展開のために必要な
既往負債の借換え（畜産経営に
係るものに限る）

畜産クラスター計
画及び熊本地震
対応畜産クラス
ター計画における
中心的な経営体
又は認定農業者
のうち、酪農、肉
用牛又は養豚経
営を営む者

新しい経営展開のために必
要な既往負債の残高（畜産
経営に係るものに限る）

酪農・肉用牛
25年以内

養豚15年以内

0.45%（貸付当初５年
間は無利子）

農協
銀行等

経営体育成強化資金 負債の整理、償還円滑化 農業を営む者
経営改善計画の達成に必要
な額

25年以内 0.30% 日本政策金融公庫

Ⅴ
　
災
害
・
減
収

農林漁業セーフティネット資金

①災害による被害からの経営再
建に必要な資金
②減収時の資材費、労務費その
他の長期運転資金

農業を営む者
600万円
(特例)年間経営費の3/12

１0年以内 0.16% 日本政策金融公庫

Ⅳ
　
負
債
整
理

Ⅰ
　
事
業
開
始

Ⅱ
　
設
備
投
資

Ⅲ
　
運
転
資
金

施設・農機具取得等

認定農業者
認定就農者
集落営農組織
農業参入法人等

個人1,800万円
法人2億円
集落営農組織2億円
農業参入法人1億5,000万円

0.16～0.30%農業近代化資金

農協
銀行

信用金庫
信用組合

農林中央金庫

認定農業者
認定就農者
集落営農組織
農業参入法人等

個人1,800万円
法人2億円
集落営農組織2億円
農業参入法人1億5,000万円

施設・農機具取得等 15年以内

農業近代化資金

農協
銀行

信用金庫
信用組合

農林中央金庫

15年以内 0.16～0.30%

○ 多様化する農業者の資金需要に対応した各種低利の資金を融通することにより、農業者の経営

安定や生産力の向上等を支援しています。 
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農 林 水 産 部 機 構 図 平成２９年４月１日現在

政 策 審 議 監

農 林 水 産 政 策 課 総 務 班
経 理 班
政 策 班

団 体 支 援 課 農 林 団 体 指 導 班
水 産 団 体 指 導 班
金 融 班
農 協 検 査 班
漁 協 森 組 共 済 検 査 班

流 通 ア グ リ ビ ジ ネ ス 課 流 通 企 画 班
国 際 流 通 班
地 産 地 消 班
企 業 参 入 ・ 6 次 化 支 援 班

生 産 経 営 局

農 業 技 術 課 総 務 班
普 及 企 画 班
植 物 防 疫 ・ 農 薬 監 視 班
地下水と土を育む農業推進班
担 い 手 育 成 班
地 域 農 業 支 援 班
産 地 づ く り 支 援 班

農 業 研 究 セ ン タ ー 管 理 部
企 画 調 整 部
農 産 園 芸 研 究 所

茶 業 研 究 所
高 原 農 業 研 究 所
球 磨 農 業 研 究 所

生 産 環 境 研 究 所
畜 産 研 究 所

草 地 畜 産 研 究 所
ｱ ｸ ﾞ ﾘ ｼ ｽ ﾃ ﾑ 総 合 研 究 所
果 樹 研 究 所

天 草 農 業 研 究 所

病 害 虫 防 除 所

農 産 園 芸 課 生 産 企 画 班
農 産 振 興 班
水 田 総 合 推 進 班
い 業 ・ 特 産 班
野 菜 班
果 樹 ・ 花 き 班

畜 産 課 総 務 ・ 企 画 班
経 営 環 境 班
生 産 振 興 班
衛 生 防 疫 班
草 地 飼 料 班

家 畜 保 健 衛 生 所 （ 中 央 ・ 城 北 ・ 阿 蘇 ・ 城 南 ・ 天 草 ）

農

林

水

産

部

農 地 ・ 担 い 手 支 援 課 農 振 班
農 地 班
農 地 集 積 ・ 利 用 推 進 班
担 い 手 支 援 班
就 農 支 援 班

農 業 大 学 校

［広域本部・地域振興局等組織］

広 域 本 部 ( 県 央 、 県 北 、 県 南 、 天 草 )

農 村 振 興 局 農 林 （ 水 産 ） 部
＊県央は農林部、
  他は農林水産部

総 務 課 ( 県 央 )
農 村 計 画 課 総 務 班

土 地 改 良 指 導 班
農 村 企 画 班
調 査 計 画 班
国 営 事 業 対 策 班

農 業 普 及 ・ 振 興 課

農 地 整 備 課

農 地 整 備 課 用 地 換 地 班
水 資 源 農 道 班
農 地 資 源 班
防 災 班

菊 池 台 地 土 地 改 良 課 （ 県 北 ）

林 務 課 （ 県 北 、 県 南 、 天 草 ）

む ら づ く り 課 里 モ ン ・ 農 業 遺 産 推 進 班
む ら づ く り 推 進 班
農 山 漁 村 支 援 班

水 産 課 （ 県 北 、 県 南 、 天 草 ）

漁 港 課 （ 天 草 ）
技 術 管 理 課 農 業 土 木 技 術 班

農 村 情 報 企 画 班
林 務 水 産 技 術 班
地 籍 調 査 班 地 域 振 興 局

［県　央］
◎熊　本
○宇　城

 ○上益城
［県　北］
◎菊　池
○玉　名
○鹿　本
○阿　蘇
［県　南］
◎八　代
○芦　北
○球　磨
［天　草］
◎天　草

農 林 部
森 林 局

総 務 課 ( 熊 本 )

森 林 整 備 課 総 務 班
森 林 計 画 班
造 林 間 伐 班
県 有 林 班
森 林 集 約 化 ・ 普 及 班

農 業 普 及 ・ 振 興 課

農 地 整 備 課

林 業 振 興 課 林 業 担 い 手 ・ 特 産 振 興 班
林 道 班
く ま も と 木 材 利 活 用 推 進 班

川 辺 川 土 地 改 良 課 （ 球 磨 ）

林 務 課

森 林 保 全 課 保 安 林 班
み ど り 保 全 班
治 山 班

山 地 災 害 対 策 課 （ 阿 蘇 ）

森 林 保 全 課 （ 球 磨 ）

水 産 局
林 業 研 究 指 導 所

水 産 振 興 課 総 務 班
活 力 再 生 推 進 班
資 源 栽 培 班
環 境 養 殖 班
漁 業 調 整 班

水 産 研 究 セ ン タ ー

漁 業 取 締 事 務 所

漁 業 調 整 委 員 会

漁 港 漁 場 整 備 課 管 理 班
計 画 班
漁 港 班
漁 場 班
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